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○新垣新委員長　ただいまから文教厚生委員会を開会

いたします。 

　本日の説明員として、生活福祉部長、こども未来部

長及び教育長の出席を求めております。 

　「本委員会の所管事務に係る決算事項の調査につい

て」に係る令和６年第３回議会認定第１号及び同認定

第６号の決算２件の調査を一括して議題といたしま

す。 

　まず初めに、こども未来部長からこども未来部関係

決算事項の概要説明を求めます。 

○真鳥裕茂こども未来部長　それでは、こども未来部

の令和５年度一般会計及び特別会計の決算概要につい

て御説明いたします。 

　ただいまお手元のタブレットに表示しております、

こども未来部歳入歳出決算説明資料を御覧ください。 

　それでは、画面に表示されております１ページ目を

御覧ください。 

　歳入決算について御説明いたします。 

　令和５年度のこども未来部の歳入決算は、一般会計

と特別会計を合わせますと、予算現額の計（Ａ欄）で

すが、92億1329万7080円に対し、調定額（Ｂ欄）は86億

8134万963円、収入済額（Ｃ欄）は85億3279万721円、

不納欠損額（Ｄ欄）は1086万586円、収入未済額（Ｅ

欄）は１億3768万9656円、収入比率は98.3％となって

おります。 

　続きまして、歳出決算について御説明いたします。 
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　２ページを御覧ください。 

　こども未来部の歳出決算は、一般会計と特別会計を

合わせますと、予算現額の計（Ａ欄）ですが、465億

3993万8000円に対し、支出済額（Ｂ欄）は440億6722万

3956円、翌年度繰越額（Ｃ欄）は２億3105万3000円、

不用額は22億4166万1044円、執行率は94.7％となって

おります。 

　続きまして、一般会計の歳入決算について御説明い

たします。 

　３ページを御覧ください。 

　こども未来部の一般会計の歳入は、款で申し上げま

すと、２行目の（款）分担金及び負担金から、５ペー

ジの下から４行目にあります（款）県債までの８つの

款からなっております。 

　それでは、３ページを御覧ください。 

　こども未来部の一般会計の歳入決算は、予算現額の

計（Ａ欄）ですが、90億605万9080円に対し、調定額

（Ｂ欄）は83億4432万3084円、収入済額（Ｃ欄）は82億

7718万1554円、不納欠損額（Ｄ欄）は829万1841円、

収入未済額（Ｅ欄）は5884万9689円、収入比率は99.2％

となっております。 

　収入未済額のうち主なものは、同じく３ページにな

りますが、２行目の（款）分担金及び負担金の収入未

済額（Ｅ欄）、4282万9947円で、その内容は、児童福

祉施設負担金に係るもので、施設入所児童及び扶養義

務者等の生活困窮、転居先不明などにより徴収困難な

ため、収入未済となっております。 

　５ページを御覧ください。 

　上から１行目の（款）諸収入の収入未済額（Ｅ欄）、

1601万9742円で、その主な内容は、（項）雑入の児童

扶養手当返還に係るもので、児童扶養手当受給者が事

実婚や公的年金の受給資格を得た際の届出遅延により

返還金が発生しております。 

　続きまして、一般会計の歳出決算について御説明い

たします。 

　６ページをお開きください。 

　こども未来部の一般会計の歳出は、款で申し上げま

すと、３行目の（款）総務費と、８行目の（款）民生

費と、７ページ１行目の（款）衛生費の３つの款から

なっております。 

　６ページを御覧ください。 

　一般会計の歳出決算は、予算現額の計（Ａ欄）です

が、463億3270万円に対し、支出済額（Ｂ欄）は439億

3822万8309円、翌年度繰越額（Ｃ欄）は２億3105万

3000円、不用額は21億6341万8691円、執行率は94.8％

となっております。 

　翌年度繰越額（Ｃ欄）は、若夏学院運営費など４事

業に係る繰越額になっております。 

　繰越した主な理由ですが、若夏学院の解体工事にお

いて、敷地内別施設を利用しながらの工事による、関

係機関との調整の遅れや計画変更等によるものでござ

います。 

　次に、不用額について御説明いたします。 

　まず、上から３行目の（款）総務費の不用額3055万

9203円は、性暴力被害者等支援事業における計画変更

に伴う委託額の減などによるものであります。 

　次に、（款）民生費の不用額17億5500万2243円につ

いて、その主なものを御説明いたします。 

　（項）社会福祉費の不用額3060万3199円は、（目）

社会福祉総務費において、女性相談所運営費における

一時保護所の入所者数が見込みを下回ったことなどに

よるものであります。 

　（項）児童福祉費の不用額17億2439万9044円は、（目）

児童福祉総務費において、地域子ども・子育て支援事

業や保育対策総合支援事業等における市町村補助額及

び補助金確定額が見込みを下回ったことなどによるも

のであります。 

　続きまして、７ページを御覧ください。 

　（款）衛生費の不用額３億7785万7245円は、（目）

母子保健衛生費において、こども医療費助成事業にお

ける補助実績が見込みを下回ったことなどによるもの

であります。 

　続きまして、母子父子寡婦福祉資金特別会計の歳入

決算について御説明いたします。 

　８ページを御覧ください。 

　特別会計の歳入決算は、予算現額の計（Ａ欄）です

が、２億723万8000円に対し、調定額（Ｂ欄）は３億

3701万7879円、収入済額（Ｃ欄）は２億5560万9167円、

不納欠損額（Ｄ欄）は256万8745円、収入未済額（Ｅ

欄）は7883万9967円、収入比率は75.8％となっており

ます。 

　収入未済額（Ｅ欄）の7883万9967円は、主に借受人

が生活困窮等の経済的事情により償還計画どおりに元

金及び利子の償還ができないことなどによるものであ

ります。 

　続きまして、特別会計の歳出決算について御説明い

たします。 

　９ページをお開きください。 

　特別会計の歳出決算は、予算現額の計（Ａ欄）です

が、２億723万8000円に対し、支出済額（Ｂ欄）は１億

2899万5647円、不用額は7824万2353円、執行率は62.2％

となっております。 
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　不用額の7824万2353円は、貸付見込みよりも貸付実

績が下回ったことによるものであります。 

　以上で、こども未来部の令和５年度一般会計及び特

別会計歳入歳出決算概要の説明を終わります。 

　御審査のほどよろしくお願い申し上げます。 

○新垣新委員長　こども未来部長の説明は終わりまし

た。 

　次に、教育長から教育委員会関係決算事項の概要説

明を求めます。 

○半嶺満教育長　よろしくお願いいたします。 

　それでは、教育委員会所管の令和５年度歳入歳出決

算について、その概要を御説明いたします。 

　ただいまお手元のタブレットに表示しております、

令和５年度歳入歳出決算説明資料を御覧ください。 

　初めに、歳入決算状況について御説明いたします。 

　１ページをお開きください。 

　令和５年度の一般会計歳入決算は、予算現額493億

8429万493円に対し、調定額453億6123万5246円、収入

済額453億3914万3058円、不納欠損額1563万1605円、

収入未済額646万583円となっております。 

　調定額に対する収入済額の割合である収入比率は

99.9％となっております。 

　以下、款別に、収入済額、収入未済額の主なものに

ついて御説明いたします。 

　（款）使用料及び手数料の収入済額は、47億247万

3611円で、その主なものは、全日制高等学校授業料で

あります。 

　２ページをお開きください。 

　（款）国庫支出金の収入済額は372億581万7843円で、

その主なものは、義務教育給与費及び公立高等学校就

学支援金、沖縄振興公共投資交付金及び沖縄振興特別

推進交付金であります。 

　（款）財産収入の収入済額は６億8154万9148円で、

その主なものは、土地売払代、実習生産物売払代、土

地貸付料であります。 

　３ページをお開きください。 

　（款）諸収入の収入済額は５億1310万2456円で、そ

の主なものは、文化財調査受託金、雑入（災害共済給

付金）であります。 

　不納欠損額は1563万1605円となっており、その主な

ものは、談合違約金に係る時効の援用によるものであ

ります。 

　また、収入未済額の646万583円は、その未済分となっ

ております。 

　（款）県債の収入済額は22億3620万円で、その主な

ものは、県立学校の施設整備に係るものであります。 

　以上が歳入決算状況であります。 

　続きまして、歳出決算状況について御説明いたしま

す。 

　４ページを御覧ください。 

　教育委員会の合計は、（款）教育費と（款）災害復

旧費の合計となります。 

　それでは、（款）教育費から御説明いたします。 

　（款）教育費の決算は、予算現額1739億5483万8328円

に対し、支出済額1648億1687万6468円、翌年度繰越額

38億454万7942円、不用額53億3341万3918円となって

おります。 

　予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

94.7％であります。 

　次に、翌年度繰越額の主なものについて、項別に御

説明いたします。 

　（項）教育総務費の翌年度繰越額６億7144万6000円

の主なものは、（目）教育振興費の公立学校施設改築

に係る市町村補助事業によるもので、市町村において

磁気探査業務を行ったところ、広範囲で金属反応が確

認されたため、追加で確認探査が必要となり、不測の

日数を要したことから、当初計画より遅れが生じやむ

を得ず繰越したものであります。 

　（項）中学校費の翌年度繰越額、１億2055万4200円

の主なものは、（目）学校建設費の開邦中学校校舎新

築工事において、修正設計に伴う工事費用の増額が発

生し計画を見直したことなどから、やむを得ず繰越し

たものであります。 

　５ページを御覧ください。 

　（項）高等学校費の翌年度繰越額、25億8347万1842円

の主なものは、（目）学校建設費の県立高等学校改築

工事において、修正設計に伴う工事費用の増額が発生

し計画を見直したことなどから、やむを得ず繰越した

ものであります。 

　（項）特別支援学校費の翌年度繰越額、１億1939万

900円の主なものは、鏡が丘特別支援学校外壁等改修

工事において、実施計画の変更に伴い外壁補修箇所の

増や入札作業の遅れが生じたことなどから、やむを得

ず繰越したものであります。 

　（項）社会教育費の翌年度繰越額３億968万5000円

の主なものは、（目）青少年教育施設費の玉城青少年

の家改築事業において、前工事である新館建築工事中

に外構等の掘削作業箇所で岩が確認され、掘削作業に

想定以上の時間を要したため工期に遅延が生じ、後工

事である駐車場整備及び旧館解体工事の着手が遅れた

ことから、やむを得ず繰越したものであります。 

　次に、不用額の主なものについて、項別に御説明い
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たします。 

　４ページにお戻りください。 

　（項）教育総務費の不用額５億4088万2402円の主な

ものは、（目）事務局費の職員給与費の執行残及び（目）

教育振興費のバス通学費等支援事業において、遠距離

通学費等補助金の申請者が当初見込みを下回ったこと

によるものなどであります。 

　（項）小学校費の不用額13億8215万733円の主なも

のは、教職員給与費の退職手当の執行残であります。 

　（項）中学校費の不用額12億5859万3704円の主なも

のは、同じく、教職員給与費の退職手当の執行残であ

ります。 

　５ページを御覧ください。 

　（項）高等学校費の不用額11億1960万2661円の主な

ものは、（目）高等学校総務費の教職員給与費の退職

手当の執行残及び県立高等学校施設の改装改修工事に

おける入札執行残によるものであります。 

　（項）特別支援学校費の不用額６億7206万6890円の

主なものは、教職員給与費の退職手当の執行残であり

ます。 

　（項）社会教育費の不用額１億8766万3829円の主な

ものは、（目）青少年教育施設費の玉城青少年の家改

築事業において、新館建築工事の入札執行残によるも

のであります。 

　６ページを御覧ください。 

　（項）保健体育費の不用額１億7245万3699円の主な

ものは、学校保健事業費の災害共済において、高額な

給付となる障害見舞金や死亡見舞金等の事故が発生し

なかったことにより、交付金が不要となったことによ

るものであります。 

　以上が、（款）教育費の決算状況でございます。 

　次に（款）災害復旧費について御説明いたします。 

　（款）災害復旧費の決算は、予算現額6381万6000円

に対し、支出済額1796万3000円、翌年度繰越額1549万

3000円、不用額3036万円となっております。 

　翌年度繰越額の主なものは、令和５年度に来襲した

台風６号に係る災害復旧事業について、適正工期確保

のためにやむを得ず繰越したものであります。 

　不用額については、台風６号以外の大規模災害がな

かったことによるものであります。 

　以上が、教育委員会所管の令和５年度歳入歳出決算

の概要でございます。 

　御審査のほどよろしくお願いいたします。 

○新垣新委員長　教育長の説明は終わりました。 

　これより質疑を行いますが、本日の質疑につきまし

ては、決算議案の審査等に係る基本的事項に従って行

うことといたしますので、十分御留意をお願いいたし

ます。 

　総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際にそ

の旨を発言するものとし、明10月25日、本委員会の質

疑終了後に改めてその理由の説明を求めることにいた

します。 

　また、総括質疑の提起があった際、委員長が総括質

疑を提起した委員に、誰にどのような項目を聞きたい

のか確認をしますので、簡潔に説明するようお願いし

ます。 

　その後、決算特別委員会における総括質疑について

の意見交換や整理を行った上で、決算特別委員会に報

告することにいたします。 

　なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算特

別委員会に準じて譲渡しないことにいたします。 

　質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手により

委員長の許可を得てから行い、重複することがないよ

う簡潔にお願いします。 

　また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発言

者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号及び

事業名等をあらかじめ述べた上で、説明資料の該当す

るページを表示し、質疑を行うようお願いいたします。 

　それでは、これより直ちにこども未来部及び教育委

員会関係事項に対する質疑を行います。 

　比嘉忍委員。 

○比嘉忍委員　それでは、こども未来部からですね。 

　134ページと135ページ、拠点型こどもの居場所運営

事業ですね。 

　令和５年度から中部圏域に拠点を設置し、支援を拡

大したということであります。現状の状況がございま

すが、北部にないということと。それからまた同じく

コに、若年妊産婦の居場所運営支援事業。これは先日、

国会議員と地元の市議会議員と私、視察させていただ

いた際に、いろいろしていただきました。真鳥部長も

ありがとうございました。これと絡めて、これの違

い等教えてください。 

○島津典子こども若者政策課長　お答えいたします。 

　県では内閣府の沖縄こどもの貧困緊急対策事業を活

用し、生活困窮家庭でかつ不登校、ひきこもり、中学

校卒業後進路未決定、非行など一般的な居場所では対

応が困難な課題を抱える子どもたちに対し、専門的な

個別支援を行う拠点型こどもの居場所を設置しており

ます。令和元年度に南部圏域、そして令和５年度に新

たに中部圏域に設置をしております。 

　北部圏域につきましては、ニート、ひきこもり、不

登校など、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子
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ども、若者から様々な相談に応じ、関係機関の紹介、

その他必要な情報の提供、助言を行う拠点として、令

和３年度に子ども若者みらい相談プラザｓｏｒａｅな

ごを設置し、子ども・若者からの相談に対応している

ところでございます。 

　また、あわせて不登校、ひきこもり、困難を有する

子ども・若者に対して、生活訓練や体験活動やコミュ

ニケーション能力向上のためのプログラムなどを実施

する、社会的自立に向けて支援する社会適応促進事業

についても、地域若者サポートステーション事業実施

団体に委託して実施をしているところでございます。 

○比嘉忍委員　ありがとうございます。 

　北部においてはｓｏｒａｅなごで対応しているとい

うことでございますが、課題について、在学時から教

育委員会と情報共有を図り、より困難な状況に陥る前

に支援につなげることができるよう取り組んでいると

いうことでありますが、具体的にそれにつなげた事例

があるのか、それがつながらない、もしかしたらもっ

とさらなる課題があるのか、答弁願います。 

○島津典子こども若者政策課長　中学校卒業後進路未

決定の子どもたちに対しましては、社会とのつながり

が断たれることを防ぐために、事前に教育委員会と協

力をしまして、保護者、子どもたちの同意を得て、ｓ

ｏｒａｅのほうにつないでいただき、ｓｏｒａｅのほ

うからプッシュ型の支援ということで、電話相談など

に対応をさせていただいているところでございます。 

○比嘉忍委員　次に、下の若年者妊産婦の居場所なん

ですが、先日視察させていただいて、雰囲気的にみん

な明るい子どもたちで、それから利用者、お母さんた

ちもですね、10代の４名のお母さんに今６名のお子さ

んなんですが、広域的な利用を促す必要があるという

ことであります。 

　これもしっかり、他町村とも連携していただきたい

なと思いますが、具体的にどのように今後取り組んで

いくのか、お願いします。 

○井上満男こども家庭課長　お答えいたします。 

　北部圏域広域を対象としました若年妊産婦の居場所

ということで、令和６年１月16日に開所をしておりま

す。 

　まだ半年余りということで、令和５年度に関しては、

登録した若年妊産婦の方は29人ということで、まだま

だ受け入れる余地はあるのかなと思っております。 

　現状としましては、やはり設置をしている名護市の

登録が多くなっているということもございますが、国

頭も含めて広域で利用できますので、そのための送迎

というか、タクシーによる支援ということも含めて

やっておりますので、こういった取組を周知して利用

を促していきたいというふうに考えております。 

○比嘉忍委員　先日伺った際には、大体、週１ぐらい

利用すると言っていたんですね。このタクシーの利用

制限というか、回数に制限があるんですか。上限額と

か。 

○井上満男こども家庭課長　お答えします。 

　特に制限等は設けておりませんで、利用できるその

対象区間というのが、若年妊産婦さんの居住場所から

この居場所までということで、タクシー会社さんと提

携をしていまして、タクシー会社のほうは居場所の登

録者ですという登録証を見せることによって、この居

住地と居場所のその間の移動だけしか、無料の対象に

はならないというような運用をさせていただいていま

すので、制限もないので、できるだけ登録をし利用し

ていただきたいというふうに考えております。 

○比嘉忍委員　続きまして、資料の492ページ。 

　これの国際性に富む人材育成の観点からなんです

が、課題等を解決するために、次年度以降どのような

取組を想定していますか。 

○屋良淳県立学校教育課長　お答えします。 

　令和６年度は世界的な物価高騰、それから円安の影

響等で、現地受入れに係る費用、それから旅費などが

高騰したことで、派遣人数が21名に縮小せざるを得ず、

そのようにして実施しております。 

　今後は、１人当たりの留学費用の見直し、それから

派遣先の国の精選、あと内容を精査して事業のさらな

る充実に取り組んでまいります。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　費用の見直しということで、今現時点

でも物価高騰に対応できていないという状況になるの

かなと思いますが、これをしっかりやっていただきた

いなと思っております。 

　それでは続きまして、497ページ。学校給食費支援

事業。 

　一般質問でもあったんですけれど、執行率が悪い理

由について答弁を求めます。 

○金城正樹保健体育課長　お答えいたします。 

　本事業は、予算額538万8000円に対し執行額が172万

2000円、不用額は366万6000円となっております。 

　主な内訳としましては、学校給食の実態調査に係る

委託料が、予算額405万6000円に対し、執行額143万円、

不用額は262万6000円となっております。 

　不用の理由としましては、学校給食費実態調査業務

の外部委託に係る一般競争入札の入札残となっており

ます。 
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　以上になります。 

○比嘉忍委員　業務委託残となりますが、県が求めて

いるような内容はしっかり対応できるということでよ

ろしいですか。落札が低かったということになります

けれども。 

○金城正樹保健体育課長　県が要望した調査を８社入

札しまして、その中で一番安かったところになります。 

　これは、先ほど答弁いただいたこども未来部等が、

これまでいろんな調査をやったもの等も参考にしなが

ら委託予算を計上したものとなっております。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　続きまして、499ページですね。 

　バス通学費等支援事業なんですけれども、具体的に

課題がございますが、それをしっかり解決していただ

きたいんですけれども、取組について答弁を求めます。 

○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　バス通学費等支援事業の周知については、その支援

施策について、毎年７月頃に、中学３年生及びその保

護者に向けて周知するよう、各市町村教育委員会宛て

に依頼を行っております。 

　また、例年12月頃には、各市町村教育委員会へ中学

３年生を対象に、入学前申請に係る通知を送付すると

ともに、合格後も各高校において新入生オリエンテー

ション等で周知を行うとともに、県ホームページでの

案内のほか、学校を通じて保護者や生徒に対して周知

に取り組んでいるところでございます。 

遠距離等通学支援事業については、令和５年度から

事業を開始したところでありますので、開始年度とい

うことで、バス無料化事業と比較して保護者等の認知

が低かったものと考えております。 

　遠距離については、今年度、改めてまた学校を通し

て保護者に周知を図って、事業の認知を高めるよう努

めていきたいと考えております。 

　以上でございます。 

○比嘉忍委員　申請してから、それが認められなかっ

たという事例があるのかということと、今現在何名の

生徒が利用していますか。 

○大城司教育支援課長　遠距離バス通学支援につきま

しては、結果的に令和５年度につきまして85名を認定

しております。85名を超える申請が一応ございました

が、所得要件等で対象外になったという方も中にはい

らっしゃいます。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　以上です。 

○新垣新委員長　次に、新垣善之委員。 

○新垣善之委員　お願いします。 

　私は、令和５年度主要施策の成果に関する報告書の

中からお願いします。 

　こども未来部、128ページ。 

　性暴力被害者等支援事業についてお願いします。 

　まず初めに、性暴力被害者ワンストップ支援セン

ターについて、新規相談者212件を含む2839件の対応

があったとのことですが、過去と比較して、相談件数

の増減はどのような傾向であったか。またその要因は

何であったかお願いします。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

いたします。 

　性暴力被害者ワンストップ支援センターの相談件数

につきましては、開設した平成27年から平成31年まで

の５年間につきましては、延べ相談件数は約800件で

ございましたが、令和元年８月に病院拠点型へ移行し

た以降は増加しておりまして、令和２年度以降は毎年、

延べ2500件程度で推移しております。 

　要因としましては、開設時は月曜から土曜日の９時

から17時まで相談を受けていたところでございまし

て、それも休日と年末年始を除いた形で相談を受けて

おりましたが、病院拠点型移行後は24時間365日体制

で、夜間や休日にも相談を受けられる体制になったこ

とが相談件数の増加の要因になっていると考えており

ます。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　病院事業と併用したことで相談件数

が増えたということ、性暴力の被害者は相当のお悩み

を持っている方々が多いということを確認しました。 

　続いて、ＤＶ防止対策事業について。 

　ＤＶ加害者更生相談の965件に対して、加害者の行

動の変容や再発防止にどの程度効果がありましたか、

お願いします。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

いたします。 

　ＤＶ加害者更生相談窓口ですが、こちらは、自己変

容を希望します加害経験者などの相談者が、暴力的、

支配的な人間関係から脱却し、相手を尊重する対等な

人間関係を築くことができるよう働きかけ、自己変革

の意識を継続して持てるようにサポートするというこ

とで、加害経験者の更正と加害行為の予防というのを

目的としております。 

　こちらは電話相談を受けておりまして、令和５年度

は459件の実績がございます。電話相談を受けた方の

中で御本人が面談を希望した場合は面接相談も行って

おりまして、令和５年度は436件の実績がございます。 

　さらに、その面接相談を行った中でグループワーク、
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トレーニングなどを希望する方に関しましては、心理

教育グループワーク、アンガーマネジメントや認知行

動療法などを実施しております。 

　こちらは令和５年度、23回実施しまして、延べ133人

の方が参加されております。この相談者からは、相手

を変えるのではなく変わるべきは自分であるというこ

とで、物事の捉え方ができるよう変わったということ

ですとか、自分自身を見つめ直して変わり続けたいと

いうような御意見というか、声があったというところ

でございます。 

　県としましては、引き続きＤＶ加害者が変わりたい

と思ったときに、行き場を確保すると同時に、ＤＶ加

害行為の抑止を目指して、相談窓口での対応を続けて

まいりたいと思います。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　日頃ニュースで、性暴力であったり

ＤＶであったり、いろんなニュースが流れる中で、引

き続き本当に子どもたち、配偶者が安全に生活できる

ような体制づくりに努めてほしいと思います。 

　続いて、130ページ、ＤＶ対策推進事業。 

　ステップハウス運営事業で支援した３世帯や女性相

談所への支援が、自立支援にどのように貢献したのか、

具体的な成果を教えてください。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　まずステップハウス運営事業ですが、こちらは一時

保護所を退所したＤＶ被害者に対して、地域の中で自

立に向けた準備などを受ける場として、民間アパート

を借り上げてステップハウスとして提供しているほ

か、社会に適応できるまでの間、継続的な心のケアで

すとか、就労支援、生活支援などを行っているところ

でございます。 

　支援対象者は、配偶者等からの暴力から逃れて新た

な環境に慣れるまでの期間、継続的な訪問や相談等を

通して精神的な落ち着きを取り戻し、また、就業等に

より安定した生活が送れるようになるということで、

そういった支援を続けておりまして、令和５年度、こ

の３世帯につきましては就労につながったということ

で、自立に向けた一歩を踏み出しているというところ

でございます。 

　続いて、女性相談所への支援ですが、女性相談所は

令和６年から女性相談支援センターとなっておりま

す。女性相談支援センターと各福祉事務所では、配偶

者暴力相談支援センターの機能が付与されておりまし

て、ＤＶ被害者からの相談に応じております。相談内

容に応じて支援を行っておりまして、具体的には、令

和５年度は、裁判所への保護命令申請に係る支援を

49件、緊急時における安全の確保のための一時保護を

37人、女性自立支援施設への措置を３人ということで、

ＤＶ被害者が安全に新たな生活が送れるように、自立

に向けた支援を実施しているところでございます。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　やはりＤＶを受けた方に関してはフ

ラッシュバックということもありますので、そういっ

たＤＶを受けた方々への周知等、また一時保護をして、

日常生活、社会生活が送れるような体制づくりを引き

続きお願いしたいと思います。 

　続いて133ページ、沖縄こどもの貧困緊急対策事業

について、まず、子どもの居場所づくりは学習支援で

あったり、食事支援、心のケアを通じて、子どもたち

の生活の安定と、将来的な自立に貢献していると考え

ます。 

その成果と効果について、お聞かせください。 

○井上満男こども家庭課長　内閣府の沖縄こどもの貧

困緊急対策事業を活用しまして、市町村のほうで、地

域の実情に応じて、子どもの居場所を設置、運営して

いただいております。 

　子どもの居場所では学習支援のほか、食事の支援、

生活支援、それからキャリア形成支援と、そういった

幅広いメニューを組み合わせながら、地域の実情に応

じて運営をしていただいているところです。 

　量的なものでいきますと、令和５年10月１日時点で、

子どもの居場所は29市町村190か所まで設置されるに

至っておりまして、令和５年度内で延べ約44万9000人

の子どもたちが利用していただいております。 

　支援を受けた子ども、それからその保護者の方につ

きましては、例えばお子さんについては生活、学習環

境が改善するですとか、保護者においては就労による

収入の安定が図られる、そういった前向きな効果が現

れているところでございます。 

○新垣善之委員　分かりました。 

　続いて子どもの居場所、学生ボランティアコーディ

ネート事業で、学生ボランティアが子どもに与えた具

体的な影響や反応はどうでしたでしょうか。 

○井上満男こども家庭課長　子どもの居場所に大学生

のボランティアを派遣をし、学習ですとか生活支援、

それから相談支援、共同での調理、そういったことを

子どもたちと体験、あるいは学習、学びを教えるとい

う、そういった役割を持って接していただいていると

ころでございます。 

子どもたちにとっては、年齢が近い学生ボランティ

アとの交流によりまして、学習意欲が向上し、あるい
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は大学という存在をそこで知り、進路決定に向けたモ

チベーションの向上、それから将来の選択肢を広げる

といったきっかけにつながるというような効果が現れ

ております。 

　それ以外にも、居場所における活動へ、それ以降の、

参加意欲が向上するとか、安心感を持って過ごしてい

ただける、それから自己肯定感が向上する、そういっ

た効果が得られているところでございます。 

○新垣善之委員　身近なお兄さんお姉さん的な存在

で、家庭では味わえない、そういった孤独を抱えてい

る子どもたちにとっては、とても成果・効果があるの

かなと感じました。 

　続いて、分析・評価・普及事業で、糸満市などで行

われたスクリーニングで、支援機関への具体的な連携

事例や成果はどうだったでしょうか。 

○井上満男こども家庭課長　学校版スクリーニングと

いうことで、現在、糸満市のほか全体で県内３市の小

中学校でこの取組を実施しているところでございま

す。 

　この学校版スクリーニングにおきましては、例えば

学期の修了時とかに、学校現場で教職員あるいは養護

教諭といった学校関係者以外にも、スクールソーシャ

ルワーカーですとか、行政の福祉部署の担当、民生委

員、子どもの居場所の関係者、そういった地域の子ど

も支援の関係者が一堂に会しまして、スクリーニング

会議というものを開催します。そこで支援を要する児

童生徒を抽出するというか、気になる子を話し合って、

こういう子をどういった形で支援をしていこうという

ような形で話合いが進みます。 

　その結果、例えば子どもの居場所につなげるとか、

民生委員の方が見守りをするとか、そういった形で連

携が出来ているというような事例が発生しております

ので、県としましては、この取組をほかの市町村にも

拡大していきたいなというふうに考えているところで

す。 

○新垣善之委員　分かりました。ありがとうございま

す。 

　続いて138ページ、子育て総合支援事業について。

　まず初めに、執行率が90.4％、不用額が5318万円生

じた具体的な理由は何でしょうか。 

○井上満男こども家庭課長　この事業は、いわゆる無

料塾という事業となっておりまして、その形態が２つ

ございます。 

　１つは、低所得世帯の対象となる児童生徒向けに教

室を設置していただくというような、設置型の無料塾。

それから、より進学に特化した形で、民間にある進学

塾に通っていただくことをサポートする。そういった

進学チャレンジというものを設置型と併せてやってい

るところでございます。 

　不用額が生じた主な理由としましては、その設置型

無料塾のほうで、塾講師等が途中で退職をしてしまっ

たですとか、定員に対して支援生徒数が充足できな

かった、そういったこともございまして、主に人件費

で不用が生じたということが大きな理由となっており

ます。 

○新垣善之委員　その設置型の無料塾であったりと

か、進学に関して、保護者との進路相談も併せて行わ

れたのかお願いします。 

○井上満男こども家庭課長　先ほど２つの形態がある

と申し上げましたが、進学チャレンジのほうの高校生

のほうですね。高校３年生が大学、あるいは専門学校

にチャレンジをしていくというようなところでは、定

期的に生徒、それから保護者さんとの面談を行ってい

ただいておりまして、その際に進路相談も行っていた

だいているところでございます。 

　それ以外の中学生の進学チャレンジですとか、設置

型の無料塾に関しましては、定期的に進路相談という

場は設けてはいないんですけれども、当然、お子さん

ですとか保護者の方から進路相談があれば、それは随

時対応しているところでございます。 

○新垣善之委員　やはり学校もあるんですけれども、

そういった本当に個別に――例えば経済的な理由でそ

こまでしか行けないんだよねとか、いろんな学校の選

定であったりとか、そういったところで本当に言えな

い、心の内の悩みもまた相談できる機関もあれば有効

的に使えるんじゃないかなと思いました。 

　最後に、先ほどおっしゃっていた人件費で不用が出

たというところで、講師、参加者の充足ができていな

い。事業の認知度向上のために、どのように他の関係

機関と連携していましたか、お願いします。 

○井上満男こども家庭課長　先ほど不用額で定員を満

たせなかったというようなことで、これはある意味、

認知度がまだまだ十分ではなかったというふうに受け

止めております。 

　そのため、周知をさらに一層やっていかないといけ

ないということで、まず、チラシをより分かりやすく

デザインを見直すというような情報発信に変えたりで

すとか。関係機関との連携では、市町村の各種支援窓

口で、そういったチラシとかを配布していただく、置

いていただく、そういった情報提供。それから、県の

関係機関ということで、県内にある福祉事務所、それ

から県の母子寡婦福祉連合会、そういった関係機関に
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周知協力依頼文を発送するなどしまして、関係機関を

含めて連携強化をし、事業の認知度向上と利用促進を

図る、そういった取組を行っているところです。 

○新垣善之委員　やはり子どもの貧困対策として、子

どもたちの学力の向上にもつながると思いますので、

引き続き取組をお願いします。 

　続いて147ページ、ひとり親家庭等の自立支援につ

いて。 

母子家庭等自立促進事業で、自立を促す効果として、

何世帯が具体的に支援を受けて生活が改善されました

か。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　この母子家庭等自立促進事業ですが、生活支援、就

業支援、養育費の確保に向けた支援など、多くの課題

を抱えておりますひとり親家庭に、自立を促進するた

めに、各種事業を総合的に実施しております。 

　就業に関する主な事業ということで御説明させてい

ただきますが、１つ目は、高等職業訓練促進給付金と

いう事業がございます。 

　こちらは看護師ですとか保育士といった、就職に有

利な資格を取得するために、１年以上養成機関で修業

するひとり親に対して給付金を支給するものでござい

ます。 

　給付金につきましては、非課税世帯に対して修業期

間中１月当たり10万円を給付しておりまして、ひとり

親が安心して資格取得に取り組めるよう支援を行って

おりまして、令和５年度は40人の方に支給していると

ころでございます。 

もう一つ、母子家庭等就業・自立センター事業とい

うのがございまして、こちら、ひとり親家庭の家庭の

状況ですとか、職業適性、就業経験などに応じた適切

な助言を行うための就業相談事業を実施しておりま

す。 

　令和５年度は137人の方から御相談がありまして、

うち80人が就業につながっているところでございま

す。 

　また、就業に向けた技能習得支援として就業支援講

習会事業を実施しておりまして、令和５年度は介護職

員初任者研修等の講座を71人が受講し、64人が資格を

取得してございます。 

　こういった形で適切な就業支援を今後も総合的に実

施しまして、ひとり親家庭等の生活の安定と自立促進

を図ってまいりたいと思います。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　やはりこれもひとり親家庭の生活の

安定であったり、生活支援、そして子どもと向き合え

る時間が少しでも増えるという観点から、引き続き取

り組んで就業支援に努めてほしいと思います。 

　続いて151ページ、母子家庭等医療費助成事業につ

いてですが、給付方法の改善に向けて、市町村の意見

をどのように収集し、改善策の検討が行われたかお願

いします。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　母子家庭等医療費助成事業は、母子家庭等の健康増

進と生活の安定を図るために、母子家庭、父子家庭の

保護者と児童、養育者が養育する父母のいない児童等

に対して市町村が医療費を助成しており、それに対し

て県は市町村が助成した金額の２分の１以内を補助す

るという事業でございます。 

　現在の給付方法ですけれども、対象者が窓口負担し

た後に、後日、助成額が対象者の銀行口座に振り込ま

れる自動償還払いというのを中心に行ってございま

す。 

　それに対して、現物給付というのがございまして、

現物給付につきましては、利用者が窓口での負担が発

生しないというところで、利便性の向上につながると

いうことで認識しております。 

　こちらの給付方法への意向等につきましては、２年

に一遍、各年、市町村に意向調査を実施しているとこ

ろでございます。 

　直近では令和５年の６月に実施した意向調査がござ

いまして、現物給付に変わることによる医療費の増大

ですとか、国庫支出金の減額措置で、まだひとり親の

医療費助成についてはペナルティがありますので、そ

れに伴う市町村財政等への影響が懸念されるというこ

とから、現状の自動償還払の維持を求める市町村が大

部分というところでございます。 

　県においては、こういった状況もありますので、国

に対しまして、全国統一的なひとり親家庭に関する医

療費助成制度の創設と、あと国庫負担減額調整措置、

いわゆるペナルティの廃止について要望しているとこ

ろでありまして、今後、また現物給付導入に係る課題

を確認しながら、実施主体である市町村の意向を踏ま

えて検討していきたいと考えております。 

　以上です。 

○新垣善之委員　母子家庭、父子家庭の方々は、やっ

ぱり家賃も払わないといけない、この物価高騰の中で

いろんな食材費、交通費だったりとかかかって、やっ

ぱり手持ちがないと受診できないというデメリットが

ありますので、そういった今、課長がおっしゃるよう
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に、国のペナルティもありますが、こども医療費に関

してもペナルティが廃止になった、いい方向に進んで

いると私は感じていますので、引き続き御支援のほう

をお願いしたいと思います。 

　続いて164ページ、保育士確保対策強化事業につい

て。 

　保育士・保育所総合支援センターの運営について、

潜在保育士の復職支援や就職マッチングを強化するた

めに、処遇改善や魅力向上に向けた施策をどのように

実施、展開されましたか。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

　潜在保育士の復職を含めた保育士の確保に当たりま

しては、保育士の処遇や職場環境の改善を図って、職

の魅力を高めていくことがとても重要でございます。 

　このため、沖縄県保育士・保育所総合支援センター

におきましては、労働環境改善に向けた支援といたし

まして、保育所とか、または保育士に対する社会保険

労務士を活用して、労働関係に関する各種法令につい

ての説明。また、施設の運用に関する相談支援、あと

労働基準法や職場内におけるハラスメント、あと役職

に求められる能力など、人材育成に関する集合研修な

どを行っているというところでございます。 

　また、保育士職の魅力を発信するという観点から、

県内の高校生や中学生等に対して、現場の保育士を招

聘しまして、その方々に講義をやっていただくもの。 

　または、保育の現場を動画で撮影いたしまして、そ

れを視聴いただきまして、いろいろ学んでいただくよ

うな出前講座、そういったものを行うとともに、職場

見学ツアーなどを実施しているというところでござい

ます。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　これも引き続き保育士不足であった

りとか、少子化対策に向けた保育士の確保に向けて取

り組んでいただきたいなと思っております。 

　続いて、教育委員会をお願いします。 

　主要施策の成果ですが、505ページ。 

　公立学校教職員メンタルヘルス対策に関する調査研

究事業ですが、令和５年度に精神的な理由で休職され

ている教職員は何名かお願いします。 

○池原勝利学校人事課長　お答えします。 

　令和５年度における教育職員の精神性疾患による病

気休職者の数ですが、小学校が125名、中学校が66名、

高校は52名、特別支援学校が25名で、計268名となっ

ております。 

○新垣善之委員　この報告の中で、メンタルヘルス不

調の教員の多くが、職場環境を要因として挙げていま

すが、具体的にどのような職場環境改善策を進める予

定か、令和５年度進められたかお尋ねします。 

○上江洲寿働き方改革推進課長　お答えします。 

　令和５年度に働き方改革推進課を設置して、各実態

把握、そして市町村教育委員会と連携強化を図ってま

いりました。職場環境改善策というのが、まさにその

働き方改革の推進ということになっていきますが、働

き方改革の推進につきましては、具体的にいろんな取

組がありますけれども、その具体的な取組目標を県教

育委員会では、今年の３月に私たちのピース・リスト

2023と題して、具体的には全部で50項目の取組目標を

取りまとめて、市町村とも共有し公表し推進している

ところでございます。 

　その内容としましては、３つの柱がありまして、１つ

目が教員業務支援員の配置等のまずは人材の確保。

２つ目が、校務支援システム導入等の教育ＤＸの推進。

３つ目が、児童生徒の地域行事の参加方法の見直しな

ど、業務の役割分担、適正化という３つの柱となって

おります。 

　このリストを各市町村、学校の実情に応じながら、

この令和６年度から令和８年度までの３年間を集中取

組期間と位置づけて、現在推進しているところでござ

います。 

○新垣善之委員　本当に教職員の先生方、子どもと関

わって、子どもとやり取りして、本当にぶつかり合い

ながらやっている姿を見てみると、もっともっと教員

の職場環境をよくして、子どもたちと接する時間を長

く持っていくことによって、先生からの思いが伝わっ

ていくと思いますので、今後とも改善に向けて取り組

んでもらいたいと思います。 

　続いて513ページ、校内自立支援室事業について。 

　校内自立支援室を利用した児童生徒の中で、教室復

帰や登校復帰に成功した具体的な事例について、どの

ような支援が効果的だったかお願いします。 

○新城高広義務教育課長　お答えします。 

　まず、校内自立支援室というところが、支援員が児

童生徒個々の状態に応じた支援内容を設定しておりま

す。 

　そういうことで、効果的であった支援としましては、

まず支援員と学級担任とが連携して、支援対象児童生

徒に参加できる授業をまず選択させます。 

　そして、その児童生徒が参加したことをきっかけに、

登校復帰につながったというケースとか、あとは集団

活動が苦手な児童生徒に対して、ソーシャルスキルト

レーニングを行ったことなどで学級復帰につながった

ケースなどがございます。 
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　以上です。 

○新垣善之委員　子どもたちが不登校にならないよう

に、また学びがしっかり子どもたち全員で行えるよう

な環境づくりに努めてもらいたいと思います。 

　続いて514ページ、スクールカウンセラー配置事業

について。 

　これの人材の確保や配備する時間、さらに支援体制

強化に向けた今後の具体的な取組があるかお伺いしま

す。 

○屋良淳県立学校教育課長　お答えします。 

　まず、人材確保についてですが、スクールカウンセ

ラーの任用については、公認心理師等の資格を持つ者、

またそれに準ずる者をハローワークを通じて募集し、

応募者に対しては教育委員会で面接を行って任用して

おります。 

　令和５年度は、42名のスクールカウンセラーを任用

し、全県立高校59校に配置しております。 

　各校配置時間についてですが、学校の状況等を考慮

しながら、年間の配置時数は120時間に上限を設定し

て、各校の要請に応じて配置をいたします。 

　また、生徒に不慮の事故等が起きてしまった場合、

学校からの要請に応じてスクールカウンセラーを緊急

配置し、カウンセリングを必要とする生徒のケアに当

たることとしております。 

　予算については、各校の生徒相談件数等が増加傾向

にありますので、令和６年度は増額して事業は行って

いるところです。 

　県教育委員会としても、スクールカウンセラーや就

学継続支援員の配置、教育相談実践事例研修会等の研

修の充実、これを図っていくことで、学校における生

徒支援体制、教育相談の体制の充実に引き続き努めて

いきたいと思っております。 

　以上です。 

○新垣善之委員　生徒たちを社会にしっかり強くたく

ましく送り出していけるような体制づくりですね、今

後も取り組んでもらいたいと思います。 

　以上です。 

○新垣新委員長　小渡良太郎委員。 

○小渡良太郎委員　まず、こども未来部から質疑させ

ていただきます、130ページのＤＶ対策推進事業。 

　今、新垣善之委員からもいろいろ質疑があったので、

１点だけですね。このＤＶの未然防止という観点から、

若年者向けの啓発というのが重要になってくるんじゃ

ないかと考えるんですけれども、現在の取組と、また

は今後の拡充をお願いしたいんですが、確認をさせて

ください。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　若年層に向けたＤＶ対策に関する周知の取組です

が、令和５年度は中高生を対象とした交際相手の間で

起こる暴力、いわゆるデートＤＶに対する認識や対処

法、その防止に関する講習会を実施しておりまして、

12回行っているところです。こういった講習会等を引

き続き継続して実施していきたいと考えております。 

○小渡良太郎委員　沖縄県は他府県に比べても決して

いい数字じゃないもんですから、ぜひ啓発も――既に

起きたものに対する対応というのはもちろん重要なん

ですけれども、今後起きないような施策というのもぜ

ひ強化していっていただきたいと要望いたします。 

　次、139ページ、141ページ併せて、ヤングケアラー

の関連で少し状況を聞かせてください。 

　たしか令和３年ぐらいにいろいろ議論が出てきて、

令和４年度が調査だったのかな。令和５年度、そのま

ま事業という形で、令和４年度の途中からスタートし

てきているところだと思うんですけれども。まず、全

県でどれくらいの事例が確認されているかというとこ

ろと、調査を行った結果で潜在者、どれくらい見積も

れるかというところも、もし分かっていればですね。

分かっていなければいいので、教えてください。 

○井上満男こども家庭課長　令和４年度のヤングケア

ラー実態調査でつかんだ数字が、ヤングケアラーと思

われる子どもが7450名ぐらいいたと。その中でも、日

常生活に支障が生じているということで、支援が急が

れる子どもが2400名ほどいたというところでございま

す。 

　そのため、令和５年度から相談体制を整備するです

とか、令和４年度からは寄り添い支援ということで、

アウトリーチ型の訪問支援ということもやっておりま

す。その中で、やり始めて間もないということもござ

いますので、そこでヤングケアラーがどれだけ出てき

たのかという細かい数字とかは出てはいないんですけ

れども、例えば寄り添い支援の訪問支援の中で、令和

５年度は223件、県内５圏域６事業者に委託している

んですけれども、その中で支援につながったという、

訪問したという件数が223件というのは確認されてお

りますので、そういった事業の検証を通じて、より発

見するための方策ですとか、発見したときにどうつな

いでいくのかというようなところをこれから検証し

て、それをまた市町村等とも共有して、対策を強化し

ていきたいというふうに考えております。 

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

140ページの課題の部分には、市町村ごとの温度差
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がケース対応にあると。また、潜在的なヤングケアラー

の発見、支援というのが求められるという形でありま

す。 

　やはりヤングケアラーをちゃんと見つけて、適切な

支援を行っていくという部分については、市町村のあ

る意味主体的な取組も非常に重要になってくるのかな

というふうに思っていて、今後、県と市町村の役割分

担というのも重要になってくると思うんですが、令和

５年の時点で、どのようにその点取り組んでいるのか

教えてください。 

○井上満男こども家庭課長　やはりヤングケアラーの

支援というのは非常にデリケートな問題がございまし

て、令和４年度の調査でも明らかになったとおり、１日

７時間以上世話をしているというような子どもたちで

も、自分がヤングケアラーかどうか分からないという

ような回答が５割以上あったというようなところで、

自分の状況を客観視できていないというところが非常

に大きな問題かと思います。 

　そのため、やはり身近な市町村ですとか、学校です

とか、そういった関係機関がいかにしてヤングケア

ラーに気づいていけるのかというところが、非常に重

要かなと思っております。 

　そのため、県が令和４年度から取り組んでいる関係

機関研修とかに、そういった市町村行政の担当者です

とか、学校関係者の方も、それ以外にも福祉とか医療、

介護とかも含めてなんですけれども、研修を通じてヤ

ングケアラー発見をするための着眼点ですとか、発見

した際にどのような声をかけていったらいいのかと

かっていうことですとか、つなぎ方とかというような

ことをしっかりと研修で学んでいただいているという

ところでございます。 

　それから、令和５年４月には、県のほうではヤング

ケアラーコーディネーターという相談支援に応じる

コーディネーターを１名配置しているんですけれど

も、市町村段階ではまだ配置が一つもされていないと

いうところもございますので、やはり身近で相談でき

るような体制を構築していただくというのが非常に重

要かなと思っていますので、県のコーディネーターが

市町村に出かけていって相談支援を行うとか。そう

いったところで、国庫も３分の２補助という高率で配

置できますので、そういった活用もお願いしながら、

今、徐々に連携をしながら、まだ役割分担ってきっち

りはできてないんですけれども、そういった形で市町

村の取組を後方支援するような役割を県としては、今

担っているところでございます。 

○小渡良太郎委員　ヤングケアラーの実態について

は、例えば小学校、中学校、就学していれば、学校ちょっ

と不登校ぎみだよとか、いろんなところでの気づきっ

て出てくるんですけれども、実際には学校に通ってい

ない子もいますし、就学前でケアしているという事例

も、どこまでケアできているか分からないですけれど

も、そういった事例も話で聞いたりもします。 

　支援をしっかりやっていくというのと同時に、しっ

かり拾い上げていく。恐らくこれは市町村の協力がな

いと、なかなかこの広範囲の拾い上げはできないのか

なというふうに考えていますので、令和５年度はまだ

始まったばっかりの時点ですから、どうこうというわ

けじゃないんですけれども、今後、今やってきたこと

で、いろいろ気づいた部分とかたくさんあると思いま

すので、ぜひ今後、市町村とも連携をしていきながら、

より多くのヤングケアラーの方々の支援が行き届くよ

うな体制づくり。あと市町村も、もっと主体的に取り

組んでいただけるようなこの引き出しも、併せてお願

いをしていきたいと思います。 

次、153ページの多様な子育て支援の中で、（５）番

の放課後児童健全育成事業についてなんですが、令和

５年度は552クラブ整備したという形であるんですけ

れども、この放課後児童クラブの設置要件とか基準み

たいなのというのは、何か定めたりしていますか。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

　保育みたいな形で、一定の基準がございます。 

まず、専用面積でいった場合は、児童１人につきお

おむね1.65平米以上。あと開所日数なんですが、原則

250日以上。これは市町村の運用費補助をいただく場

合は、この250日以上というのが必要になります。ま

た、職員の状況なんですが、職員の体制については、

１つの支援、１単位40名というふうに言われています

が、この１単位ごとに放課後児童支援員２名以上、１名

は補助員にすることも可能ということになっています

が、おおむねこういったものが条件になっているとい

うところになります。 

○小渡良太郎委員　この放課後児童クラブ、かなり足

りていませんから、かなり需要も多いところではある

んですけれども、一方で、あんまり質がよくないもの

が増えてもという懸念を最近よく耳にするようになっ

ています。これは令和５年度時点なので、今とはまた

少し状況が違うと思うんですけれども、ぜひ、全体的

な基準だけじゃなくて、例えば県独自の足りないから

こういったのがあったほうがいいんじゃないかという

ところも盛り込んで、基準を設けてもいいんじゃない

かというふうにも思いますので、ぜひこれは今後検討

していただきたいなと思います。 
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　あわせて、（11）番の一時預かり、これも市町村200か

所開いているというんですけれども、この市町村に

よってこれも温度差が少しあるんじゃないかなという

ふうな肌感覚の気がしています。 

　実際に充実しているよというところもあれば、応募

したけれど入れなかったというところもありますの

で、全体的なバランスの部分でどのように工夫とかを

されているのか、取組状況をお聞かせください。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

　一時預かり等の事業につきましては、基本的には市

町村が、市町村子ども子育て支援事業計画というのを

定めますが、その事業計画に基づいて実施するものに

なっています。今年度はその計画の改定年度になって

おりまして、市町村は、まず住民の皆さんに対してニー

ズ調査を実施します。そのニーズ調査を踏まえて、地

域の資源がどういうふうになっているかというのを確

認し、必要量、また受皿の整備に向けた計画を定めて

いくということになります。 

　なお、これに向けて今現在、沖縄県におきましては、

市町村に対するヒアリングを実施しております。その

中で聞いていると、一時預かりについてはニーズがや

はり高いというふうに伺っておりますが、園によって

は保育士不足がやっぱり最大の課題になっていまし

て、どうしても一時預かりをストップせざるを得ない

とか、少し縮小しないといけないとか、そういった状

況があるということで、ニーズは高いけれども、保育

士確保の問題があって、今後どうしていくかというの

を今検討を進めているというふうに伺っております。 

○小渡良太郎委員　複合的な問題があるのは、分かり

ました。 

　課題のほうにも、保護者の就労形態に応じて増減が

あるとかというふうに書かれていて、やっぱりなかな

か、どれだけ必要かというのは毎年毎年変わっていく

状況で、100％を満たすというのは厳しいと思うんで

すけれども、できるだけうまく市町村と連携して、需

要を満たしていけるようにお願いをして、次に移りま

す。 

　次、教育委員会。まず、決算書の234ページ、10款

の教育費、１項の教育総務費の教職員人事費に関連し

て、教員不足の問題について少し確認したいんですが、

令和５年度当初の状況と決算時の状況がもし分かれば

教えてください。ちょうど問題になり始めた頃だと思

いますので。 

○池原勝利学校人事課長　令和５年４月時点ですが、

教員未配置は23名。令和６年１月時点で言いますと

137名となっております。 

○小渡良太郎委員　教員不足の問題は、教員を増やす

とかいろいろな形で対応しているところだと思うんで

すけれども、令和５年に行った対策はどういったもの

がありますでしょうか。 

○池原勝利学校人事課長　お答えします。 

　まず、実際に行ったセミナー等については、セミナー

を県内において計６回行っております。また、令和５年

度については、県外においても知事部局の県外移住セ

ミナー等を活用しながら、そこに出向いて、県外移住

を希望する教職員希望者への説明とかを行っておりま

す。また、県内出身者が多く通っている県外の大学に

直接訪問しながら、意見交換等を行っております。そ

の結果ですが、令和６年度の例えば県外人材の新規採

用者は127名となっております。これは令和５年度62名

となっておりますので、60名程度増えているという状

況がございます。 

○小渡良太郎委員　特に今、答弁にもありますように、

県外大学に対してアプローチをするというのは、非常

に有効かなとも思います。特に、県内出身者がたくさ

ん行っている大学というのは、ある程度目星が付くと

思いますので、ぜひ令和５年時点で簡単に解決する問

題ではないとは重々承知はしているんですけれども、

引き続き未配置をできるだけ防いでいけるように、ま

た担任未配置はゼロを継続できるように、ぜひ努力を

していただきたいと思います。 

　次は、主要施策の497ページ、給食費の支援事業に

関して、執行率とかの話は先ほど出ましたので、課題

とか効果の中にある市町村との協議というのはどのよ

うに行われていたか。市町村の意見把握とかいろいろ

書いているんですけれども、そのものが令和５年にど

のような形で行われていたのか教えてください。 

○金城正樹保健体育課長　お答えいたします。 

　市町村との意見交換は、令和５年８月に県内６地区

で、各市町村の教育委員会の給食担当者等と意見交換

を行っております。そのときには、この時点において

は、県において具体的な取組方針が固まっていなかっ

たことから、現状把握に努めるとともに、市町村から

の要望等ですね、そういった意見交換をしたというこ

とになります。具体的な県の方針としましては、去っ

た５月に方針が決定しましたので、昨年の時点では市

町村の各取組状況とか、そういったことの意見交換を

行って、市町村からは第３子以降で無償化を実施する

と事務負担が増加するので、事務負担の少ない方法で

行ってほしいとか。全額無償化ができないのであれば、

事務負担の少ない方法で行ってほしいとか。あとは、

市町村の持ち出しが出るのであれば、教育長でなく首
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長への説明を行ってほしいとか、そういった意見等が

ありました。 

○小渡良太郎委員　では、この令和６年５月の発表前

までに市町村との協議というのは、令和５年８月の

１回だけということですか。 

○金城正樹保健体育課長　そのようになっておりま

す。県としましては、やはり先ほども申しましたが、

対象者、補助率及び開始時期等について方針を固めた

上で市町村に提示し、詳細な制度設計については、今

現在行っていますが、市町村と十分な意見交換を図り、

対応していくこととしておりました。 

○小渡良太郎委員　令和５年度の支援事業の中でいろ

いろ調査を行われたということです。予算のときも説

明があったんですけれども、この令和６年５月の方針

発表、市町村半額負担というところの背景になったの

は、どの調査になりますか。市町村の協議がこうだっ

たというのは聞いたんですけれども、市町村に半額負

担させるという形になった、方針決定をした背景はこ

の調査事業のどこに当たるのか。 

○金城正樹保健体育課長　お答えいたします。 

　昨年度実施した調査事業は、小中学生のいる保護者

を対象とした学校給食実態調査になりますので、そこ

では２分の１とか、そういった調査は行っておりませ

ん。補助率については、先行している他都道府県の取

組や、こども医療費への支援方法等を参考に、２分の

１としたところであります。やはり学校給食費の無償

化につきましては、県と給食の実施主体である市町村

が連携して取り組むべき重要な課題と考えておりまし

たので、学校給食費の無償化に向けた取組の第一歩と

して、やはり教育費の負担が大きい中学生のいる世帯

を対象に、この学校給食費の２分の１相当額を県とし

て補助していく方針としたものでございます。 

○小渡良太郎委員　この意思決定は令和６年５月なん

ですけれども、令和６年度すぐ４月からスタートして、

５月にはもう発表という形になったわけです。という

ことは、令和５年である程度のことが決まっていない

と、令和６年の５月に発表ができないというのが通常

の考え方なのかなと思います。 

この支援事業でいろいろ調査をするということで、

我々も説明を受けていて、今話を聞いたら市町村の場

合、聞き取りはこうでした、でも市町村に半額負担さ

せるということについては、それとはあまり関係のな

い、ほかの県の事例を参考にしてというような答弁が

あったんですけれども、この半額負担の根拠というか

意思決定というのは、どのような形で議論がなされた

んですか。 

○金城正樹保健体育課長　お答えいたします。 

　今、委員が流れとおっしゃっていましたが、まず昨

年度実施した調査アンケートの具体的な記述というん

ですかね、この回答した保護者等からの記述のアン

ケート部分の集計とか、その辺を踏まえて、令和６年

４月に調査結果を踏まえた関係部局との調整を行い、

その後、知事、副知事等の４役調整を行い、５月７日

に知事、副知事等の４役と関係部局長との会議でその

方針が決定されております。 

○小渡良太郎委員　今ちょっと曖昧なんですけれど

も、４月に関係部局調整があって、その後の４役調整

があったと。どこで決めたんですか。どこで、いつ、

誰が、どのように。 

○金城正樹保健体育課長　最終の方針決定は、５月

７日の知事を含め４役と教育長、総務部長、こども未

来部長も参加しましたが、この関係部局長との会議で

決定しております。 

○小渡良太郎委員　その意思決定には、この事業どれ

ぐらい反映されていますか。 

○金城正樹保健体育課長　どれくらいかというと、数

値的なパーセントとか割合では示すのはなかなか難し

いんですが、やはり学校給食費の無償化の第一歩とし

て取り組むときに、中学校からスタートするというの

は、昨年度実施した小中学生の保護者等のアンケート

に基づいたのが、一番これになっております。 

○小渡良太郎委員　調査というのは、意思決定の判断

材料にするためにやるんですよ。だから、この調査が

意思決定に何ら反映されていないんだったら、調査が

無駄ということになるんですよ。何のためにやった調

査なのかという形になるわけです。調査がどのように

反映されたかというところが、今の答弁では全然分か

らないんですね。 

○金城正樹保健体育課長　お答えいたします。 

　調査というのは、小中学生の全保護者を対象にした

アンケート調査のことを、すみません、我々はそのよ

うに答えております。その調査では、やはり一番、中

学生を持つ保護者の家庭が、経済的にかなり厳しいと

いうのが、これは調査結果でございます。 

  そして、この事業で先進県にも視察に行っておりま

す。そこの事例が県が２分の１、市町村が２分の１と

いう、そのような情報収集もしてきて、実際にその県

では、市町村とどのような事前調整を行ったかとか、

そのようなこともちゃんと聞いてきております。そう

いったことも踏まえて、総合的に今年の５月７日に判

断したものとなります。 

○小渡良太郎委員　じゃ、この先進県の事例が主な判
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断の根拠になったということで理解していいですか。 

○金城正樹保健体育課長　お答えいたします。 

　先進事例のこともあるんですが、やはり我々として

は、第一歩として、どこから取り組むかといったとき

には、やはり昨年度実施した保護者のアンケートが、

これがかなり重要というんですかね、これが根拠資料

というふうになります。我々はそのように判断してお

ります。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、小渡委員から市町村半額負担まで

　　　　の意思決定の経緯について確認したいため、

　　　　総括質疑に上げたいとの発言があった。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　次に、米須清一郎委員。 

○米須清一郎委員　お願いします、こども未来部です

ね。 

　主要施策報告書から162ページの特定妊婦等支援臨

時特例事業。令和５年度新規事業みたいですけれども、

内容ですね、計画と実績が書かれていますけれども、

特定妊産婦に対し入居型居場所の提供と相談支援実施

とあるんですが、もうちょっと具体的に人数等の実績

の御説明をお願いします。 

○井上満男こども家庭課長　お答えします。 

　この事業ですが、家庭生活に困難を抱える特定妊婦、

それから出産後の母子等に対する支援を強化するため

ということで、令和５年10月に宿泊型の居場所を開所

したところでございます。その居場所では食事の提供

ですとか、養育等に係る情報提供、それから医療機関、

市町村などの関係機関との連携を行っているところで

ございます。居場所の中には、総括責任者として支援

コーディネーターを１名配置しておりまして、それ以

外にも医療的な支援を行っていただくために、看護師

さんですとか、助産師さん、それから生活支援という

面では母子支援員等を計８人を配置しております。産

前産後の約６か月間を支援期間ということで想定して

おりまして、産前では市町村等と連携をしまして、入

所に向けた調整ですとか、それから退所に向けては、

この母子が困窮することがないように居住先の確保で

すとか、必要な支援機関へのつなぎ、受けられる支援

制度があればその活用に向けた同行支援ですとか、就

労支援、そういった切れ目のない支援を行っていると

ころです。 

　令和５年10月１日に開所しまして、本年９月末まで

なんですけれども、計６世帯を受け入れているところ

でございます。ちなみに、この居場所、４世帯を受け

入れられるキャパを持っていますので、まだまだ受入

れ可能かなと思っていますので、市町村等と連携する

ような意見交換とかを随時行っているところでござい

ます。 

○米須清一郎委員　その施設のキャパが４世帯で、昨

年10月からの実施で６か月目安で出て入ってという感

じで６世帯ですかね。一応、４世帯のキャパは基本活

用されている感じですか。 

　その一方で、その対象者というのは何名ぐらいい

らっしゃるんですか、県内全体でですね。 

○井上満男こども家庭課長　４世帯を受入れ可能な施

設になっておりまして、満床になって受け入れられな

いということはないので、随時何世帯かを、計６世帯

を受け入れましたが、時期が異なっていますので、満

床の中、受け入れているというわけではございません。 

　対象となる特定妊婦なんですけれども、市町村の要

保護児童対策地域協議会ですね、いわゆる要対協のほ

うで支援が必要ということで登録されている数で申し

上げますと、令和５年４月１日時点で92名ということ

になっております。 

○米須清一郎委員　92名登録者、対象者がいて、すぐ

にその人たちが利用するということではないと思うん

ですけれども、御説明からすると、４世帯キャパが埋

まっていて入れないということにはなっていないとい

う理解でよろしいですか。必要な人が入れている、今

の状況としては、入りたいけれど入れていないという

人はいないという理解でよろしいですか。 

○井上満男こども家庭課長　委員おっしゃるとおりの

理解でよろしいかと思います。 

　92名いるわけなんですけれども、当然その中には全

てが入所を要するような、緊急性があるというような

状態ではないものですから、その中でも特に受け入れ

て宿泊をさせながら、整えて出口につないでいくとい

う緊急性を要する方々がつながっていきますので、そ

の方々が今のところ６世帯実績として上がったという

理解でよろしいかと思います。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　その半年間目安で入る方がいる。入った後も、もと

もと市町村の妊産婦支援がベース、一般の方の支援と

いうのがある中で、要対協でしたっけ、特に支援が必

要なところで県のこの施設に入ってきて、出るときも

またその市町村に戻っていくというか。そういうイ

メージに感じるんですけれども、そこをしっかりと、

入るときもそうでしょうし、出ていくときも該当する

市町村としっかり連携していくというようなことで、

妊産婦の支援をしっかり続けていくという流れになっ

ているんでしょうか。 
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○井上満男こども家庭課長　おっしゃるとおり、最初

の入り口は市町村の母子保健の担当部署とかからつな

がってくるというようなところが多いかと思います。

というのは、母子健康手帳を市町村のほうで発行して

おりますので、その発行の際ですとか、病院などの関

係機関から情報提供が市町村なりに寄せられるという

ところで、その中でも出産後の養育について特に支援

が必要だというところ、そういった妊婦を要対協のほ

うに登録するというような、そういった仕組みになっ

ております。要対協に登録された特定妊婦が先ほど

92名と申し上げましたが、その中でも安心して生活で

きる場所がない、そういった方が県の特定妊婦の居場

所のほうにつながってくるということで、当然つない

だら終わりということをされてしまうと困りますの

で、そこは入り口のつなぎの段階から市町村のほうに

はしっかりと関わっていただきまして、入所後もそこ

は定期的に意見交換をする。退所後も市町村に関わっ

ていただきながら、必要な支援につないでいくという

ところを要件というか、そういった利用上の運用をし

ておりますので、市町村との連携は入り口から出口ま

で随時やっていくという、そういう事業になっており

ます。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　教育庁のほうに移りますけれども、主要施策の

491ページですね、国際性に富む人材育成事業。 

　中身が幾つかあるんですけれども、オンライン事業

のほうですね。もともと事業として以前からやってい

ると思うんですけれど、このオンライン事業というの

は比較的最近かなと思うんですが、いつから実施して

いて、その中身、やり方ですね、どこで委託している

のか、学校の中でやっているのか、外でやっているの

かとか、そのオンライン事業についていつからどうい

うふうにやっているかというのをお聞きしたいです。 

○屋良淳県立学校教育課長　お答えします。 

　アジア高校生オンライン国際交流事業、これはコロ

ナ禍でなかなか交流が難しかったときに、オンライン

ならばできるだろうということで、令和４年から始め

たものです。本事業は委託事業でございます。内容と

しましては、ＩＣＴの特徴を生かして、オンラインプ

ログラムでアジアの高校生と交流をするということで

ございますが、その中身としては、事前事後研修はも

ちろんのこと、交流会、それから専門人材を招聘して

講義を行ってもらう。そして、対話型のワークショッ

プで探究活動をする。あと、参加生徒が企画をして、

それに基づくプロジェクト型研究という学習などで、

そういった内容で構成されています。 

　具体的には、生徒たちはＺｏｏｍとか、それからグー

グルのアプリケーションなどを利用して、全てのプロ

グラムにオンラインでまず参加いたします。週休日も

しくは夏季休業期間、これを利用して実施をいたしま

す。参加する場所については、特に指定はしていなく

て、学校からアクセスする、あと自宅などにそういう

環境があれば自宅から参加する。生徒それぞれの都合

に合わせて、その場所は選択することができます。実

績については、令和５年度は、沖縄県高校生の募集人

員は200名に設定しておりましたが、想定を上回る応

募があって、最終的には合計230名が参加したという

実績がございます。 

　以上です。 

○米須清一郎委員　コロナがきっかけでというのはあ

ると思うんですけれども、コロナ後もいろんな分野で、

オンラインを生かしてやる、やりやすさというのはい

ろいろ続いて広がっていると思うんですけれども、国

際交流、人材育成などもまさに活用できるところだな

と思うし、コロナで終わらず継続していってほしいと

いうことでもあるんですが、それでいったときに、

200名が少なくないかということも出てくるんですよ。

高校生って四、五万人ぐらいいますかね、３学年全体

で。それを全部ということの規模でいくと、それぐら

いいる中で、本当に派遣する人たちが何十名というこ

とを考えたら、200名って広がったねって――現地に

行ければ行ったほうがいいんだけれども、行かなくて

もできる、相手と交流もできる、語学も勉強できる、

体験できるで、いろいろな使い分け、やり方の一つの

方法としていいものだなと思ったときに、思い切って

もっと、全校生徒がやれるぐらいのことができる環境

になってきていると思うんですよ。その辺いかがで

しょうか。 

○屋良淳県立学校教育課長　委員おっしゃるように、

子どもたちに機会を多く与えるという、その方向に

持っていくということは非常に大事だと考えておりま

す。委託事業として今３年目ですけれども、令和５年

度の実績は先ほど申し上げた230名で、相手国のアジ

アの生徒たちが111名で参加して、実はこのオンライ

ンプログラムも、例えば講義型のものであったり、ワー

クショップとして参加するという場合、グループがた

くさんできますので、コーディネーターが実際にそれ

をコーディネートするというときに、今の規模でいく

と、この230名というのが、うまく全体が把握できず

に、事業効率としてはあまりよくなかったという反省

もございます。それで、実は令和６年度は、まず100名

に絞って中身をしっかりと仕組みをつくっていこうと
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いう段階で、今そういうふうに人数を減らして取り組

んでいるところでございまして、今後はまたその中身

の充実と、あと規模の拡大と、両方が両立できるよう

な方法、これについては研究する必要があると考えて

います。 

　以上です。 

○米須清一郎委員　令和６年度は逆に100名に減らし

た、ちょっとびっくりというか、残念というか。私も

必ずしも実態を知らないで言っているので、今のお話

からしたら、やり方としては、一堂で一遍にやる感じ

ですかね。100名一緒にＩＣＴを共有して、同じ時間

帯に一斉にやる感じのやり方なんでしょうかね。 

○屋良淳県立学校教育課長　参加生徒全員が１つのグ

ループに入るということではなくて、幾つかのテーマ

に応じてグループが分かれて、それぞれにやはりしっ

かりとコーディネートする役割の大人といいますか、

それが必要になってきますので、そこが今の課題です。 

　以上です。 

○米須清一郎委員　100名一堂にということではない

けれども、何らかの単位でという。一人一人ではない

というところでは、やっぱり拘束というか、やり方と

いうのがあるのかもしれないんですけれども、果たし

てそれでいいのか。広がり、人数の規模を考えたとき

にですね、そこにこだわってやる。もっと一人一人が

楽にできることで、たくさん増やせる、実施できると

いうやり方も検討したほうがいいかなと思います。 

　もう一つ、この事業でお聞きしたいんですが、令和

５年度で230名。１人当たりの金額にしたら幾らにな

るでしょうかね。 

○屋良淳県立学校教育課長　お答えします。 

　アジア高校生オンライン国際交流事業、令和６年度

は1056万7000円の規模で委託事業としておりますの

で、１人当たりということで計算は出しておりません

が。概算ではございますが、１人当たり６万8000円と

なります。 

○米須清一郎委員　これは一つの目安になると思いま

す。今、いろんな手段が出てきていて、いろんなもの

が開発されていますので、１人当たりで安く、たくさ

んができるというのがいろいろあると思いますので、

先ほどのお話で、今のやり方ではというところで100名

だということにこだわらずに、いかに広げていけるか、

それを安くできる方法を、すみません、決算の話は先

の話になりますけれども、事業実施する中で、いいや

り方を検討しながら、続けていただきたいなと思いま

す。 

　以上です。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　午後０時１分休憩 

　　　午後１時20分再開 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　山里将雄委員。 

○山里将雄委員　午前中でほとんど他の委員の皆さん

が聞いていますので、もう聞くことも本当はないんで

すけれども、ちょっと確認程度にね、少しだけ聞かせ

ていただきたいと思います。 

　まずは、主要事業の成果説明の中から、133ページ

のこどもの貧困緊急対策事業、３億5400万円ほどの予

算なんですけれども、この財源の内訳をまず聞かせて

いただけますか。 

○井上満男こども家庭課長　最終予算額３億5414万

4000円の財源内訳ですが、国庫補助金が３億389万

8000円、県負担分が5024万6000円となっております。 

　以上です。 

○山里将雄委員　これは、補助事業は１つの事業なん

でしょうか。 

○井上満男こども家庭課長　内閣府沖縄振興予算で内

閣府直轄予算として計上いただいている、沖縄こども

の貧困緊急対策事業という予算から県と市町村に補助

金が出ているんですけれども、そのうちの県分がこの

３億5000万円余りだというふうにお考えください。 

○山里将雄委員　分かりました。 

　それでは、次の134ページの中から、この事業は10個

ほどの事業で成り立っているようなんですけれども、

そのうちのイの県立高校の居場所づくり運営支援事業

ですか。この件について、この件も先ほど質問があっ

たんで、内容等々はお聞きしませんけれども、これ県

立高校の中に居場所を設置するというふうにあるんで

すけれど、どんなイメージなんですか。高校の中に、

この居場所をつくるというのは、その専用の教室なり

が置かれているということなんですか。 

○井上満男こども家庭課長　おっしゃるとおり高校内

の空き教室などを、この居場所ということで活用させ

ていただきまして、我々のほうから委託をした事業者

が、そこに支援員ということでソーシャルスキルの高

い方、社会福祉士とか、そういった方を配置しまして、

日中、例えば心理的な面から教室になかなか入れない、

そういった子どもたちが学校長とかの許可を取って、

その教室で過ごしてクールダウンをする。そういった

感じの役割を担った居場所となっております。 

○山里将雄委員　そうすると例えば授業の終わった放

課後にということではなくて、日中、授業時間にそう

いう状況にある子どもたちはそこにいて、その支援員



－128－

  
                                                                                          

の支援を受けるという、そういう形になるんですか。 

○井上満男こども家庭課長　令和５年度で13校は設置

しておりますが、全てが一律の運営をしているという

わけではなくて、その学校現場のいろいろな関係者と

相談、調整の上、どういう運営がふさわしいかという

ことで決めていただくというような形はとっておりま

す。一般的には日中も開所していて、先ほど申し上げ

たとおり、なかなか授業になじめない子が一時的なエ

スケープをするですとか、昼休みに逆にみんなで食事

を取ったりというような、わいわいして過ごすような

場所にもなっていたりとか、そういった形で、学校の

いろいろ教育相談や中途退学対策とか、そういった担

当の方が配置されている学校もありますので、そう

いった学校現場の方々と連携、情報を共有しながら、

うまく問題を抱える子どもたちを発見して、支援につ

なげていくというような、そんな役割を持った居場所

となっております。 

○山里将雄委員　今、13校とおっしゃっていたんです

けれども、そう書いてもありますけれども、県立高校

はたくさんありますよね。60校以上はあると思うんで

すけれども、この13校というのはどういう基準で決め

られていますか。 

○井上満男こども家庭課長　役割として就学を継続さ

せる、あるいは中途退学を防止するというようなそう

いった役割を持った居場所となっておりますので、各

学校の例えば不登校率が高いですとか、中途退学率が

高い学校とかそういったところを勘案しまして、学校

訪問などをしまして、学校現場の先生だったりの御意

見を伺った上で、最終的に福祉的な支援が入っていく

というようなことで、なかなか教育現場になじめるか

どうかとか、いろんな情報交換をしながら、ぜひ入れ

ていただきたいというようなお話になれば、最終的に

教育委員会の県立学校教育課さんと協議をして決定す

るというそういう流れで支援校を決定しております。 

○山里将雄委員　そうすると、これ毎年、学校側から

の要請に応じてそちらのほうで支援員を派遣するとい

う形で、毎年毎年その何校かを指定していくという形

になるんですね。ちなみに、令和６年度は今どうなっ

ていますか。 

○井上満男こども家庭課長　先ほど13校が令和５年度

までと申し上げましたが、令和６年度は３校追加しま

して、今現在16校で運営をしているところでございま

す。 

○山里将雄委員　支援員の資格について先ほど何か

おっしゃっていたんですけれども、どんな人材が実際

に必要とされる人材なんですか、資格とかは。 

○井上満男こども家庭課長　特に要綱等で資格とかと

いうものが義務づけられているというわけではないん

ですけれども、やはりそういう困難を抱えている子ど

もたちがやってきて、ケースワークをするというよう

なことになりますので、ある程度のスキルは必要だろ

うということで、過去には、先ほど申し上げた社会福

祉士の資格を持っている方ですとか、キャリアコンサ

ルタントの資格を有しているような方もいらっしゃっ

たと記憶しております。そういった相談、あとは相談

援助業務にたけてる方、そういう経験が長い方とかで

すね、そういった方を選んで配置していただいている

という状況です。 

○山里将雄委員　支援員を選ぶというか探すというの

は、これ各学校のほうで、高校でやるんですか、皆さ

んのほうで。 

○井上満男こども家庭課長　こちらは県から公募をか

けまして、運営いただく団体というものを公募で決め

ていますので、そちらの受託いただいた団体さんのほ

うで幾らかのそういった人材を抱えておられますの

で、学校が必要な支援に応じた形で、そういった資格

がある方を配置しているという状況でございます。 

○山里将雄委員　分かりました。 

　じゃ、次に行きますけれども、エのほうですね。 

　こどもの居場所学生ボランティアコーディネート事

業。これも先ほど新垣委員が聞いておりましたので、

もう概要については大体分かったんですけれども、大

学生をということなんですけれど、大学というのは県

内の全ての大学ということでよろしいですか。 

○井上満男こども家庭課長　おっしゃるとおり、県内

の全ての大学、それ以外の短期大学、それから国立高

等専門学校ですね。それ以外にも、ＯＩＳＴ――沖縄

科学技術大学院大学も含め全11の大学、短大、高専等

で組織をする一般社団法人大学コンソーシアム沖縄と

いう組織を大学等の間で結成していただいていますの

で、そちらのほうに委託をするという形を取っており

ます。 

○山里将雄委員　大学コンソーシアム沖縄というとこ

ろに委託をしている。そこはボランティアで協力して

もらえる学生たちを集めないといけないんですけれど

も、これはどういうふうな形でやっているんでしょう

か。 

○井上満男こども家庭課長　大学コンソーシアム沖縄

のほうに委託はしているんですけれども、実際の派遣

調整等をする役割を持っているのは、そこの事務局と

して、琉球大学内に子どもの居場所学生ボランティア

センターという事務局を置いていただいております。
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センターのほうでですね、11大学向けにリーフレット

等を配布して、このボランティアの参加の呼びかけを

行い、興味がある方は研修とかに参加していただき、

登録をいただくと。 

　あと、また一方で、子どもの居場所等でボランティ

アを派遣してほしいといったところも募りまして、そ

ことマッチングをし派遣するという、そういう流れで

派遣をしている状況です。 

○山里将雄委員　同じく子どもの貧困対策に係る事業

なんですけれども、次の136ページの子どもの貧困対

策市町村支援事業についてなんですけれども、独自の

就学支援とかを行う市町村に対して交付金を交付する

ということだったんですが、交付率は２分の１となっ

ています。その２分の１の残りについては、各市町村

の負担ということになるんですか。 

○井上満男こども家庭課長　おっしゃるとおり、県の

交付金の交付率としては２分の１になりますので、そ

の半分は、残り２分の１は市町村の負担で運営してい

ただいているというところです。 

○山里将雄委員　これ市町村がこの28ということは、

そんなにたくさんの市町村が実施しているわけじゃな

い。実施する市町村が少ない、実施率が少ないという

のは、市町村が行わない理由というのはどういうこと

なんでしょうか。 

○井上満男こども家庭課長　この事業をですね、子ど

もの貧困対策推進基金という県の一般財源で積立てた

基金を活用して、その市町村分ということで毎年３億

円を交付金の予算として充てております。３億円のう

ち、また２つのメニューを用意していまして、就学援

助の制度充実を図る事業として活用いただく分として

２億円、それから市町村単独で貧困対策の独自事業を

やっていただくものに１億円。そういったものを各市

町村の要保護児童数とかそういったものに応じて、県

のほうで分配をし、提示をさせていただいております。

ということで額は提示させていただいているので、要

望をいただくと２分の１の負担は生じますが、全市町

村活用いただけるという状況となっております。そこ

が28にとどまっているというところなんですけれど

も、就学援助の充実を図る事業に関しましては、児童

数に応じて国から交付税措置等もありますので、交付

税で賄えている部分については、その分交付金は出す

必要はないだろうということで、そこの賄えている市

町村については、申請が上がってこないんだろうとい

うふうに思います。単独事業については、やはり小規

模離島町村とかになればなるほど、分配額はやはりど

うしても小さくなってしまいますので、活用の勝手が

悪いというようなところもあって、なかなか活用が進

まないのかなと思っております。このため今年度途中

からですね、過去３か年分の配分した基準額で使って

いない部分は上乗せですね、３年分は次の年の基準額

に上乗せして使ってもらって大丈夫ですというような

ことで、通知も流しておりますので、令和７年度以降

少しそれで動きが出てくるんじゃないかなと思ってい

ますので、その辺を注視していきたいというふうに

思っております。 

○山里将雄委員　この子どもの貧困については、長い

間沖縄の大きな課題として取り組んできているわけで

すけれど、なかなかそれが好転しているのかどうなの

かも、なかなか実感としていないわけですので、ぜひ

市町村としっかりと連携しながらですね、この課題に

取り組んでもらいたいなと思いますので、よろしくお

願いします。 

　次に、139ページのヤングケアラー支援体制強化事

業なんですけれども、これも小渡委員のほうからかな

り細かくいろいろと質問がありましたので、もうあま

り聞くこともないんですけれども、これコーディネー

ターの配置というふうになっているけれど、コーディ

ネーターは今１人とおっしゃっていましたよね。１人

で、この沖縄の全体の中で１人で実際にどうなんです

か、足りているんですか。 

○井上満男こども家庭課長　令和５年４月１日からで

すね、県の我が課、こども家庭課にヤングケアラーコー

ディネーター１名を配置しております。 

役割ということでやっていただいているのが、市町

村や学校のほうからヤングケアラー事案についての各

種相談対応、助言等を行っていただいていることと。

あと研修等の講師とかでですね、よく呼んでいただい

ておりますので、そういったところでヤングケアラー

についての普及啓発を図っているということを、今中

心的にやっていただいているところです。 

　実績としましては、相談対応件数が令和５年度でい

きますと192件の相談に対応し、研修講師等が10回派

遣をして、そういった講座に対応していただいている

ところなんですけれども、やはり今のところ、この件

数であれば１人で足りているという認識でございま

す。もちろん、もっと相談が県に寄せられるというこ

とであれば、追加の配置とかの検討はしていかないと

とは思っているんですけれども、それよりもこのコー

ディネーターというものは、市町村段階でも配置でき

るように国の予算が措置されておりますので、より身

近な市町村のほうにこういった相談対応ができるコー

ディネーターを配置していただくというほうが、支援
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体制としてはもっと充実すると思っていますので、我

々県としましてはいろいろな会議の場等で、国庫の補

助メニューの件について紹介をさせていただき、コー

ディネーターをぜひ市町村のほうに配置していただけ

ないかということで要望させていただいているところ

です。 

○山里将雄委員　実際に市町村の配置の状況というの

はどうなんですか。 

○井上満男こども家庭課長　幾つかの問合せを受ける

んですけれども、現時点ではまだ配置していただいて

いる市町村はない状況でございます。 

○山里将雄委員　市町村はゼロ。 

○井上満男こども家庭課長　ゼロですね。 

○山里将雄委員　そうすると今コーディネーター、い

わゆる県の１人だけということになるんですね。これ

市町村は、国庫補助もあるわけですよね。 

○井上満男こども家庭課長　国庫補助メニューが――

県のコーディネーターもそれを用いて配置しているん

ですけれども、この国庫のメニューが幅広くございま

すが、大体２分の１の補助率が多いんですけれども、

このコーディネーターの配置に関しましては、国庫

３分の２の補助率になっていますので、市町村３分の

１の持ち出しで一応配置できるものですから、そう

いった高率補助にもなっているということも含めて、

県のほうで周知をしているところでございます。 

○山里将雄委員　なんか市町村がゼロというのは

ちょっと残念なんですけれども、ぜひ市町村に配置す

るほうが非常に効率的だと先ほどおっしゃっていたん

でね。ぜひ市町村と調整しながら、多くのコーディネー

ターの配置をお願いしてもらいたいと思います。 

　次、教育委員会について伺いますけれども、教育委

員会の主要事業、成果説明からですね。 

　498ページのバス通学費等支援事業。 

　この件について少しだけ聞かせてください。支援対

象となる生徒、これ誰が対象になるか、少し詳しく教

えていただきますか。 

○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　バス通学費等支援事業は、子どもの貧困対策として、

一定の所得基準に満たないひとり親家庭及び住民税所

得割非課税世帯の高校生を対象として、令和２年度

10月から開始しております。令和３年度には、高校生

と同程度に通学費の負担が生じる、通学区域が全県域

の中学校へ支援を拡大し、令和４年度には、要件を満

たすフリースクールの中高生にも支援を拡大しており

ます。 

　以上でございます。 

○山里将雄委員　これ、皆さんのホームページの中か

ら、沖縄県バス通学費等支援の御案内という、これを

呼びかけて募集するものをちょっと印刷したんですけ

れど。県内の県立高校、これは全日で定時ですね。そ

れから県立中学校、国立高等専門学校、国立高専です

ね。そして私立の高校、私立の中学校に在籍する生徒

というふうになっているんですよね。これ市町村立の

中学校、これは対象になっていないんですよね。 

○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　市町村立の中学校については、通学区域に定めが

あって、大半が徒歩通学等が想定されていることと。

また、市町村においては、通学に対してスクールバス

の運行等を行っていることから、制度のさらなる拡充

については、持続可能な支援の在り方を踏まえて検討

していきたいと考えております。 

○山里将雄委員　今はそうだということなんですけれ

ど、先ほど市町村立の中学校は圏域内だと、徒歩の通

学をということなんですけども。私の地元のほうでも

２つの小中一貫校がありますよ。あそこは市内から、

全てから通学するということで、バスでの通学は当然

あるわけですね。その父兄からやっぱり負担が大きい

という話があるんですね。だから、市町村立を除いて

いるというのは、どうもちょっと納得がいかないとい

う話があるので、この辺はどうなんですか、どうお考

えですか。 

○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　現在、そのバス支援事業については、先ほど答弁さ

せていただきましたが、子どもの貧困対策として今実

施しております。なので、家庭の経済環境にかかわら

ず、子どもたちが安心して学業に専念できるよう、今

支援を実施しているところでございます。 

　県としては、まず令和５年度から開始した遠距離等

も含めて、制度の段階的な拡充については、実施状況

を踏まえて検討していきたいというふうに考えており

ます。 

　以上です。 

○山里将雄委員　ぜひ、そこを考えていただきたいと

思います。今の対象は、いわゆる経済的に困窮してい

ると言いますか、そういう状態にある家庭というふう

になっているんですけれども、言うように、通学する

バス代とかその交通費については、そういう対象と

なっていなくても、やっぱりすごく負担が大きいとい

う声があるんですね。できればこういった遠距離通学

している中高生、もしくは小学生もいるかもしれない。

そういった家庭に対して、支援の輪を広げてもらいた

いなというふうに思っていますので、ぜひそこを御検
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討いただけますよう要望して終わりたいと思います。 

○新垣新委員長　松下美智子委員。 

○松下美智子委員　こども未来部の皆様、教育委員会

の皆様、こんにちは。 

多岐にわたる大切な事業の取組、御苦労さまです。

少し質疑させていただきます。 

　まず、こども未来部のほうから主要施策のほうの目

次で２番、性の多様性推進事業、125ページ、お願い

いたします。 

　予算もほぼ使い切って、この事業をしてくださって

いるんですけれども、ここにＬＧＢＴＱの専用相談窓

口にじいろ相談を実施したとありますので、この取組

についてお伺いしたいと思います。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　県では、セクシャリティーに関する悩みやお困り事

に対応するため、ＬＧＢＴＱにじいろ相談を公益財団

法人おきなわ女性財団に委託しまして、沖縄県男女共

同参画センターてぃるるのほうで実施しております。

相談実績についてですが、令和３年４月に窓口を開設

してから令和５年度まで、令和３年度が16件、令和４年

度が17件、令和５年度が46件、３年間で合計79件となっ

ております。 

相談時間等体制につきましては、年末年始を除いた

毎週土曜日の10時から17時まで。相談員のほうはほか

の女性相談も当日やっておりますので、複数の相談員

が対応できるような形で電話相談を受けております。

また、予約がありましたら面談相談の対応もしている

というところでございます。 

　以上です。 

○松下美智子委員　少しずつ件数も増えてはきてい

て、市町村でもこの相談事業はしっかりやってくだ

さっているので、ばらけているのかなというふうには

思うんですけれども、しっかり相談事業、面談までつ

なげていただいているということですので、よろしく

お願いします。 

　ここの課題のところに、引き続き多様な性の在り方

を尊重する社会づくりの推進に向け、さらなる周知・

啓発に努める必要があるというふうにあります。これ

は令和５年度決算なので、一般質問でもさせていただ

いたんですが、10月６日に沖縄カミングアウト物語を

浦添市で上映させていただいて、予定数を上回る人が

来てくださって、アンケートも後で読ませていただく

と、本当にこのことを嫌悪感を持っていた方も中には

いて、だけれども、これに参加をしてすごく理解が深

まったということで、次も上映をしてほしいとか、全

県に広げてほしいとかという意見がありましたので、

この周知、啓発に努めるというのに私は合致している

というふうに思っていますので、ぜひ取組をよろしく

お願いいたします。ここは要望で終えておきたいと思

います。 

　続きまして、13番、児童相談所等の体制強化、142ペー

ジ。 

　それぞれ事業を展開していただいているんですが、

ちょっと不用額が出ているのが気になっています。こ

この御説明をお願いしたいと思います。 

○井上満男こども家庭課長　この児童相談所等の体制

強化ということで、３つほど事業を掲載させていただ

いております。いずれもメインとなるのが、児童相談

所に様々な専門職、相談職ということで、会計年度任

用職員が職員を補佐するということで配置をさせてい

ただいております。その配置の基となるこの３つの予

算を用いて会計年度任用職員を採用しており、大部分

がそういった経費に活用している事業となっておりま

す。 

　その中でトータルとして3500万円ほど不用額が生じ

ているわけなんですけれども、必要な人材を確保する

ためには、やはりそれなりのスキルを持っている方を

どうしても採用したいということもございまして、そ

ういう方が来たときに、安定的な予算を計上していて、

採用できるような形を取りたいということで、経験年

数に応じて、当然その給与も上がっていきますので、

ある程度大きめの予算を計上しています。実際に採用

を始めると、やはり応募してくる方もいろいろ多種多

様で、結果的に採用した方たちの経験年数とかそう

いったものを踏まえると、実績としては安く済んだと

いうことで、ほとんど人件費が不用として出ていると

いうことで、採用ができなかったとか、そういった事

情はあまりないというふうに理解しております。 

○松下美智子委員　御説明を聞いて分かりました。 

　ここに、職員の資質向上や体制強化を図るための取

組ということで大事な事業ですので、引き続きよろし

くお願いいたします。 

　続きまして18番、152ページ。 

　ひとり親家庭等放課後児童クラブ利用支援事業とい

うことで、27市町村に対して減免の実績の報告があり

ます。29市町村のうち27市町村でということで、残り

の２町村のことについてお伺いします。 

○井上満男こども家庭課長　この事業に関しまして

は、ひとり親家庭のほか、低所得世帯を対象に、放課

後児童クラブ利用料の負担軽減をする市町村に対し

て、県のほうからも、経費の一部、補助率４分の３で
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月額5000円を上限に補助をしている事業となっており

ます。 

　放課後児童クラブが設置されている29市町村で、支

援を実施しているのが27市町村ということで、そちら

にはこちらから補助金を交付したところですが、残り

２村においては、例えば、その事業創設準備に時間を

要したということで令和５年度は間に合わずに、対象

外となったというところと、あともう１村のほうが、

対象となる世帯がそもそも別の事業でカバーできてい

たというようなことで支援が行われなかったため、

２村が結果的に県の補助対象とはなっていないという

状況です。 

○松下美智子委員　令和５年度はその結果ですけれど

も、現在はどうなっていますか。 

○井上満男こども家庭課長　令和６年度はですね、

残っていた未実施の２村のうちの１村のほうでは実際

に支援を実施していただいておりますので、今年度は

県のほうからも補助金が交付できるものと認識してお

ります。 

　もう１村のほうが、令和６年度は実施はしていない

んですけれども、令和７年度に向けて実施するような

体制を整えているという連絡を受けていますので、そ

こは引き続き協議をしながら、対象となれば当然、県

からも補助金を交付していきたいというふうに考えて

おります。 

○松下美智子委員　分かりました。 

　続きまして、22番。159ページのこども医療費助成

現物給付支援事業なんですけれども、不用額が1788万

3000円出ております。この理由をお聞きします。 

○島津典子こども若者政策課長　こども医療費助成現

物給付支援事業でございますが、こちらはこども医療

費助成制度の円滑な拡充と、安定した事業運営を図る

ために、現物給付に伴い生じる市町村の国民健康保険

の国庫負担金減額調整措置の一部を補助するものでご

ざいます。こちらは、現在、補助金申請した市町村が

34市町村でございまして、実績が見込みを下回ったこ

とによる不用でございます。 

○松下美智子委員　41市町村になっていない理由をお

伺いします。 

○島津典子こども若者政策課長　この国による減額調

整措置の対象である７歳から15歳の医療費について不

足が生じることのないよう、県内市町村で現物給付と

いうものの助成という形で予算要求、こちらの保険の

ほうもこのメニューを組んでいるところですが、実際

に市町村申請が34、申請がなかった７市町村がござい

まして、それは自己負担ですとか――実際、現物給付

ではなくて窓口で自動償還のような形で一旦自己負担

したものに関しては、こちらからちょっと外れていく

という形になるので、申請がなかったものでございま

す。 

○松下美智子委員　すみません。これは国がやってい

るので、全部やっていると私は思っていたのですが、

やっていない７市町村があるというのが、ちょっと、

ごめんなさい、今よく分からなくて。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、こども若者政策課長から未申請の

　　　　理由について分析ができていないとの説明が

　　　　あった。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　松下美智子委員。 

○松下美智子委員　すみません、教育委員会のほうに

移らせていただきます。 

　１番の489ページ。 

　インターネットの環境を整えるということの事業か

と思うんですけれども、翌年度に繰り越されているこ

の理由をお伺いします。 

○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　令和５年11月に閣議決定された国の経済対策の一環

として、文科省が実施した補助事業のネットワークア

セスメント実施促進事業において、県立高校ネット

ワークの分析、診断を行うネットワークアセスメント

の実施及び通信機器の交換がこの補助事業の対象と

なったことから、県立学校74校のＷｉ－Ｆｉ機器等の

通信機器交換に係る費用を令和５年度の11月補正に計

上しましたが、年度内での事業完了が困難なことから

全額繰越しを行ったものでございます。 

○松下美智子委員　じゃ、これは令和６年度に実施さ

れたという理解でよろしいんでしょうか。 

○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　本事業の実施状況としましては、現時点でＷｉ－Ｆ

ｉの機器等については整備済みになっておりまして、

それ以外の通信機器について、現在、交換作業等を進

めているところでございます。 

○松下美智子委員　続きまして、８番のバス通学費等

支援事業、498ページです。 

　多くの委員が質疑されているんですけれども、２つ

目の括弧の遠距離通学費支援ということで85人を認定

したというふうにあるんですけれども、すごく大事な

事業だと思うんですが、8175万1000円も不用額が出て

いて、ここも85人認定となっているんですけれど、事

業の当初で想定されていた人数というのがありますか

伺います。 
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○大城司教育支援課長　お答えいたします。 

　令和５年度の遠距離に関しましては、当初見込みで

730人を見込んでおりました。 

○松下美智子委員　相当少ないです。730人に対して

85人。この理由は、周知不足ですかね、もったいない

ですね。 

○大城司教育支援課長　バス通学支援については、中

学３年生のときから市町村教育委員会を通して周知の

ほうを行っているんですけれど、遠距離につきまして

は、令和５年度が初年度ということもございまして、

なかなか保護者のほうに周知なり認知が行き届いてい

ない状況でございますので、先ほども答弁させていた

だきましたが、今年度、もう一度学校を通して保護者

のほうに周知徹底を図っていきたいと考えておりま

す。 

○松下美智子委員　今の答弁でしたら、今年度周知を

図るということは、次年度に向けてということですよ

ね。これは令和５年度の実績なので、令和６年度はしっ

かりできたということでよろしいですか。 

○大城司教育支援課長　今年度に関しては、遠距離に

つきましては、７月から受け付けております。なので、

前年度の低い実績がございましたので、今年度はなる

べく活用していただけるように、さらなるまた周知徹

底を図っていきたいというふうに考えております。 

○松下美智子委員　ではまず、令和６年度の決算をま

た見させていただきますけれども、ここ本当に予算こ

れだけ取っていただいて、8175万1000円も不用にされ

ていることがとてももったいないというふうに思いま

すので、必要としている子どもたちにしっかり届くよ

うによろしくお願いしたいと思います。 

　次、13番の501ページのほうです。 

　中部地区特別支援学校整備事業ということで、この

中部地域の過密化解消のために、３つ目の特別支援学

校を設置していただけるということで、この内容につ

いてお伺いしたいと思います。 

○大城勇人施設課長　お答えいたします。 

　特別支援学校等の児童生徒数は、保護者等の特別支

援教育への理解などを背景に、全国的にも増加傾向に

あります。 

　中部地区においては、これまで美咲特別支援学校の

過密化を解消するため、美咲特別支援学校はなさき分

校の開校や分教室の設置、教室の増築等に取り組んで

きたところでありますが、今後も児童生徒数の増加が

見込まれております。 

県教育委員会としましては、中部地区における特別

支援学校の過密化解消と教育環境の充実を図るため、

新たな特別支援学校を設置することとしており、昨年

度の基本設計を踏まえ、今年度は実施設計に着手し、

令和７年度の着工、令和10年度の開校を目標に取り組

んでいるところでございます。 

○松下美智子委員　分かりました。 

　よろしくお願いいたします。 

　では最後、13番の504ページ。 

　皆さんがされているところではあるんですけれど

も、この９月議会で各会派の議員が紹介議員となって、

請願も出させていただいて、採択もされておりますの

で、この教職員の働き方改革とメンタルヘルス対策を

しっかり取り組んでいただきたいと思います。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

　以上です。 

○新垣新委員長　西銘純恵委員。 

○西銘純恵委員　お疲れさまです。お尋ねします。 

　最初に、主要施策の132ページ、国際家庭相談ネッ

トワーク構築事業。こども未来部のほうからお尋ねし

ます。 

　これは、米軍人軍属等との関係で、ＤＶ、離婚相談

を私が直接受けて、それでそういう支援をしてほしい

ということでかつて提案をして、部長のほうが当時関

係する課にいらしたということで、それをお尋ねした

いと思います。 

令和２年度からということになっていますけれど

も、まず、事業内容で、在沖米軍の関係機関との連携

構築、これが課題になってきていましたよね。それが

構築されたのかどうか、どんな内容になっているのか

お尋ねします。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　この国際家庭相談ネットワーク構築事業につきまし

ては、在沖米軍人軍属等を相手方とする、離婚や養育

費など、国際家事に関する支援体制の強化を図るため、

令和２年度から沖縄振興特別推進交付金を活用してお

りまして、在沖米軍等との連携体制の構築と面談等に

よる相談支援体制の強化の２つの取組を実施している

ところでございます。 

　在沖米軍との連携構築に関しましては、令和５年度

におきましては、国際家事ケースでの協力体制の構築

に向けまして、海兵隊、空軍、陸軍の法務部、いわゆ

るリーガルオフィスですとか、あと、在沖米国領事館

との協議を実施しておりまして、その中で国際家事に

関する基地内の機関の、どういった役割があるのか、

どういった支援が行われるのか、支援範囲等について

の把握を行ったところでございます。 
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○西銘純恵委員　取組が進化していると感じています

けれど、これまでの令和５年度でもいいんですが、相

談数と同行支援、どうなっていますか。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　相談支

援につきましては、令和５年度は延べ222件の相談を

受けておりまして、このうち同行支援件数は38件と

なっております。 

○西銘純恵委員　中部に１か所ということで体制をつ

くっていますけれども、これは全県的に相談者の数か

らいって結構あるなと思うんですよね。ほかに拡充を

するというのがあるのか、それとも今のところで、もっ

と体制強化ということを考えているのか。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティ推進課長　お答え

します。 

　この米軍関係者との家庭、交際トラブルに関しまし

ては、言語のほか、法制度や文化が異なるというとこ

ろもありまして、非常に助言や相談に対しては専門性

を有するものと考えております。現在、中部の圏域の

ほうで設置しているところでして、そちらもコーディ

ネーター２人と具体的なアドバイスをしてくれるアド

バイザーの助言のもと、運営しているところでござい

ます。今そういった意味では、人材育成を継続的に続

けている段階でございますので、また次の拡大とか、

もうちょっと検討というか、少し現状のスキルアップ

を重ねていきたいというところでございます。 

○西銘純恵委員　同行支援というのはとても大事だと

思いますので、ぜひ拡充してください。 

　133ページの沖縄こどもの貧困緊急対策事業ですけ

れど、たくさん事業をやっていて、４年前に比べて相

当な内容、拡充されたなと思っています。 

それでお尋ねしたいのは、135ページに書いていま

すけれども、ケとコ、保健に関する相談支援事業とい

うのを入れていてよかったなと私は思っていますけれ

ども、この事業を行うに至った理由をお尋ねします。 

○井上満男こども家庭課長　貧困緊急対策事業の中の

細事業の１つの保健に関する相談支援事業ですが、令

和４年度から開始しております。その実施に至った背

景としましては、やはり貧困の一因となりうる若年出

産の問題というのは、非常に大きい問題だと思ってお

ります。その若年出産の問題に対応するために、市町

村が設置している子どもの居場所ですとか、県立高校

の居場所、そういったところに保健師さんとか助産師

さんを派遣して、子どもたちへの性教育の実施ですと

か、ＳＮＳを活用した性や保健に関する悩みなどへの

相談対応、それから、その居場所の職員の方への研修、

そういった事業を実施しております。 

○西銘純恵委員　直接、居場所の子どもたちに対する、

そういう教育もやっていますか。 

○井上満男こども家庭課長　子どもたちへの性教育

は、居場所の子どもたちに対して実施していると。そ

れ以外にも、その子どもたちから個別に相談をしたい

というようなことがあると思いますので、そこはＳＮ

Ｓとかも活用して相談をいただいて、そこに対応して

いるというような、子どもたちにはそういった２つの

側面から事業として対応しているところです。 

○西銘純恵委員　この事業ですね、若年妊産婦の居場

所運営支援事業、これは妊娠してということになるの

で、最初の県の事業といいますかね、保健事業という

のはとても重要だと私は思っていますので、そこに力

を注いでほしいなと思います。 

　次に行きます、141ページのヤングケアラー等寄り

添い支援事業をお尋ねします。 

　さっき、支援が急がれる子どもたちが2400人ぐらい

推計されるということで言っていたんですが、そうで

しょうか。 

○井上満男こども家庭課長　先ほど申し上げた数値

は、令和４年度に沖縄県が実施しましたヤングケア

ラーの実態調査で明らかになった数値でございます。 

この調査では、ヤングケアラーと思われる子どもたち

が約7450名、その中でも日常生活にお世話とかをする

ことによって支障が生じているというような子どもた

ちが、支援が急がれるというような形で抽出しまして、

その子どもたちが約2450名いるということが明らかに

なったところです。 

○西銘純恵委員　県内の５圏域、６事業者で支援事業

を展開とありますけれども、結局、その2450人という

数的には多いんですけれども、どういうふうにしてこ

の子たちをまず拾っていくのかが先だと思うんです

が、そこら辺はどうなっていますか。 

○井上満男こども家庭課長　寄り添い支援事業のほう

は、市町村と連携をしまして、市町村が個別に支援を

してほしいとか、なかなか行政に対するハードルが高

いような御家庭もありますので、その場合に、県の委

託をしている先というのは社会福祉士とか、精神保健

士さんとか、いろんな方々が配置されていますので、

そういう方をアウトリーチで訪問支援をしていただ

き、支援をするような事業となっています。 

　御質問いただいた2450人が、まず、その把握という

か、そういった点では、別事業のヤングケアラー支援

体制強化事業のほうで、研修事業とかも毎年、令和４年

度から実施しておりますので、ここはやはり子どもた

ちと日頃から接する学校現場の先生方とか、市町村の
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職員、そういった、より地域に身近な方々も対象とし

まして、それ以外にも医療とか介護とか、そういった

分野の方々を幅広く集めて、ヤングケアラーを発見す

るための着眼点ですとか。発見した際、どのようにし

て声かけ、アプローチをしていったらいいのか、支援

をどのようなところにつないでいったらいいのかとい

うような、より実践的な内容の研修となっております

ので、こういったところで支援を急がれる子どもたち

をうまく関係者のスキルを上げていきながらつかんで

いきたいというような、そういう形での事業も進めて

いるところです。 

○西銘純恵委員　保護者、家族との信頼関係、そこも

とても難しいケースだと思うんですよね、子どもたち

はそういう状況にあるけれども。 

それで、行政ではなくて委託先っておっしゃったけ

れど、そこについてお尋ねします。 

○井上満男こども家庭課長　報告書にも書いてあると

おり、５圏域で６事業者のほうに委託をしております。

それぞれ、支援員はいろんな資格を有しているんです

けれども、例えば社会福祉士ですとか介護福祉士、看

護師、保育士、公認心理師など、そういった専門職を

多く抱えていただいている団体さんのほうに委託をし

ておりますので、その方々が市町村と連携をしながら、

個別に訪問をしていただくというような形を取ってお

ります。 

○西銘純恵委員　６事業者の選任ですか、選定ですか。

どのようにやっていますか。 

○井上満男こども家庭課長　この事業は令和４年度か

ら開始したんですけれども、市町村と連携をし、アウ

トリーチをしていただくというようなことで、また対

象がヤングケアラーともあるんですけれども、等とい

うことで、ヤングケアラーに限らず、要支援家庭とい

うようなところも幅広く訪問支援いただくような事業

となっております。そのため、そういった子ども支援

に従事しておられる団体さんですとか。最初に公募を

かけて、そういった団体さんが応募いただき、プレゼ

ンテーション等の結果、そういった６事業者が選ばれ

ているというところです。 

○西銘純恵委員　501ページ、教育委員会ですね。 

　中部地区特別支援学校整備事業、先ほどもありまし

たけれども、開学が令和10年ということで聞きました。

これ中部地域ということで場所は特定されていますけ

れども、とりわけ遠距離でいろいろ通っているという

子たちも解消できるのかなと思っていますが、そこら

辺についてはどうなりますか。 

○東哲宏総務課教育企画室長　新しく整備する中部地

区の特別支援学校につきましては、通学区ということ

でよろしいかと思いますが、予定としては、うるま市

と読谷村、恩納村の一部を予定しております。 

○西銘純恵委員　総合学校ということになるんでしょ

うか。幼稚部から高等部まで。内容をお尋ねします。 

○東哲宏総務課教育企画室長　設置する学部につきま

しては、小学部、中学部及び高等部となっております。 

○西銘純恵委員　高等部は学寮も予定していますか。 

○東哲宏総務課教育企画室長　特別支援学校の寄宿舎

というのは、離島等の通学の困難な児童生徒のために

設置することとしております。今回、整備する特別支

援学校の通学区域につきましては、うるま市と読谷村、

恩納村の一部ということで、スクールバス等を使いま

すけれど、基本的に通学圏内となるということで、寄

宿舎の設置は予定しておりません。 

○西銘純恵委員　生徒の数というのは、現生徒数なの

か、将来どれぐらいまで増えるとかということでキャ

パを増やして計画を立てているのか、お尋ねします。 

○東哲宏総務課教育企画室長　新たに設置する予定の

特別支援学校の生徒数は、今のところ200人程度とい

うふうに予定しております。 

○平田直樹総務課長　新たな中部の特別支援学校につ

いては、基本設置計画を策定しておりまして、その時

に、児童生徒の上昇指数を踏まえて200名と設定して

おります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　教職員体制ですけれども、資格者を

きちんと配置するということもやらないといけないと

思うんですが、これについては、現在の資格者、足り

ないというところもある中で、この学校について、こ

れから令和10年ですから、開学に向けて資格者をどう

計画しているのか。 

○池原勝利学校人事課長　新設校の開設に当たって

は、まず特別支援学級教諭免許状保有者の配置につき

ましては、免許状の保有状況を考慮しながら対応はし

つつ、ただ、公立学校教職員人事異動方針にのっとっ

て、全県支援に立って公正に行っていきたいと考えて

います。なお、沖縄県においては、特別支援教育とい

うのが、特別支援学校だけでなく、小・中・高等学校

においても重要な課題だと思っておりますので、その

対応が求められていると考えております。 

　そのため、県教育委員会におきましては、特別支援

学校教諭免許状の保有状況を向上させる取組として、

免許法認定講習の開催や教員候補者選考試験の一次試

験実施において、特別支援学校教諭免許状を有する者

に加点を行うなど、免許保有率の向上に推進している
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ところでございます。 

○西銘純恵委員　よろしくお願いします。513ページ、

校内自立支援室事業についてお尋ねします。 

　実績をお尋ねします。 

○新城高広義務教育課長　お答えします。 

　令和５年度の実績として、12市町村43校に校内自立

支援室を設置し、支援室の利用対象となった児童生徒

661人のうち、本事業の活用により登校する、または

できるようになった児童生徒数は295人となっており

ます。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　支援員を県が派遣しているというこ

とでよろしいですか。 

そして、今年度計画は増やされていると思うんです

が、実際、この令和５年度の実績に比べて、教室、支

援員、どれだけ予定をして、それを埋められたのかど

うかもお尋ねします。 

○新城高広義務教育課長　校内自立支援室事業の支援

員については、市町村のほうで選定しておりまして、

令和５年度の配置状況に関しては43校予定をしており

ましたが、１校が支援員の未配置ということで、43校

に設置できているということになります。そして、令

和６年度に関しては市町村、そして支援学校数も含め

て増のほうで予定しております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　どれだけ、数字的なもの、お尋ねし

ます。未配置があるのかも。 

○新城高広義務教育課長　令和６年度に関しまして

は、17市町村58校に支援員を、つまり58人配置してい

るということになりまして、現在60校配置の予定なん

ですけれども、２校に関してはまだ未配置となってお

ります。 

○西銘純恵委員　先ほども、教室に戻ることができた

というのは、とても重要な事業だと私は思っているん

ですよ。この支援員というのが、やっぱりそれなりの

力を持った方じゃないといけないと思うんですけれど

も、支援員の資格要件、お尋ねします。 

○新城高広義務教育課長　お答えします。 

　校内自立支援事業の支援員の資格要件につきまして

は、まず、教職経験者、そして、児童生徒への相談支

援業務経験者など、地域の人材の中から積極的に取り

組む意欲のある者を、委託先の市町村教育委員会にお

いて選考することとなっております。 

○西銘純恵委員　これは、雇用については正規ですか。 

○新城高広義務教育課長　本事業の雇用形態について

は、会計年度任用職員となっております。 

○西銘純恵委員　これは文科省が、標準法の定数に

入っていないからそうなっているんでしょうか。文科

省はそれをちゃんと、必要職種として入れようという

動きはありますか。 

○新城高広義務教育課長　まずは、校内自立支援室事

業については、国の一括交付金を活用した単年度事業

ということで、支援員に関しましては会計年度職員と

なっているんですけれども、一方で公認心理師等の資

格が必要となるスクールカウンセラーですとか、あと

精神保健福祉士等の資格が必要となるスクールソー

シャルワーカーについては、文部科学省がスクールカ

ウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化

に向けた調査研究を実施していることから、国の動向

を注視しながら、引き続き全国都道府県教育長協議会

を通して、スクールカウンセラー等の正規配置を要望

してまいります。 

○西銘純恵委員　ソフト交付金を使ってやっていると

いうことは、沖縄県の今の不登校の状況というのは、

全国と比べてどうなっていますか。 

　人数的なものでお尋ねします。 

○新城高広義務教育課長　沖縄県においては、小学校

2552人、そして中学校が3143人ということで、計5695人

となっております。令和５年度の実績はまだ文科省の

ほうから報告されていないので、令和４年度のほうで

報告をしていきますが、1000人当たりの不登校児童数

に関しては、沖縄県においては、小学校が25.6人で、

全国が17.0人で、そして中学校においては、沖縄県が

66.5人、そして全国が59.8人というふうになっており

ます。 

○西銘純恵委員　ありがとうございます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　平良識子委員。 

○平良識子委員　よろしくお願いします。 

　主要施策から、こども未来部から質疑をさせていた

だきます。 

　まず、130ページのＤＶ対策推進事業ですけれども、

１番目のステップハウス運営事業、ＤＶ被害者の自立

支援についてですけれども、この予算額に対して何世

帯の支援を想定したのかということと、周知方法。そ

してまた、利用促進にやっぱり課題があるかと考えて

おりますけれども、どうだったのか。 

　そして、どのように取り組んでいくのか伺います。 

○知花弘恵女性力・ダイバーシティー推進課長　お答

えします。 

　このステップハウス運営事業につきましては、女性

相談支援センターで一時保護された方が退所後に利用
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するものですが、これまで過去の支援実績が、おおむ

ね平均３世帯で推移しているところでございます。た

だ、我々としましては、ＤＶ被害者等が利用できない

ことがないように、当初計画においては５世帯という

形で予算要求しておりまして、そのうち、令和５年度

は３世帯に支援したというところであります。周知に

つきましては、一時退所後に、ＤＶ被害者の方々が、

安全が確保される状況なのかですとか、金銭面、精神

面などを、個別の状況を把握した上で、例えば長期間

支援が必要な方に対しては、女性自立支援施設への入

所を案内したり、母子生活支援施設への入所を御案内

したりと。また、自ら地域で自立して生活したいとい

う方もいらっしゃいますので、そういった個々の状況

を見ながら、ステップハウス事業のほうも利用を進め

ているというか、周知しているところでございます。

今後は、利用促進につなげる対策というところでござ

いますが、今申し上げたとおり、ステップハウス以外

の退所後の生活基盤というのがあるところでございま

すが、事業実施からも、先ほど申し上げたとおり平均

３世帯はあるということで、ニーズはある程度ありま

すので、その予算は確保しつつも、事業を実施してい

く中で、女性相談支援センターなど、関係機関から支

援を必要とするＤＶ被害者の人数把握を行っていきな

がら、事業計画の検討とかも進めていきたいというふ

うに考えております。 

　以上でございます。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　必要となる世帯は、掘り起こせばまだあるかなとい

う思いもありますので、引き続きよろしくお願いいた

します。 

　次に、137ページの沖縄子どもの未来県民会議負担

金事業についてですが、執行率が43.5％と低くなった

理由について、まずお伺いいたします。 

○井上満男こども家庭課長　沖縄子どもの未来県民会

議負担金事業ですが、県民会議が実施する効果のとこ

ろにも書かれております①から③の事業ですね。子ど

もに寄り添う給付型奨学金事業、県外大学等進学サ

ポート事業、食支援連携体制構築事業、この３つの事

業に対して負担金、補助金を県から交付する事業と

なっております。不用が生じた主な理由としましては、

この①と②の給付型奨学金事業と進学サポート事業の

ほうで生じているというところなんですけれども、ま

ず、給付型奨学金事業におきましては、支援対象者が

支援決定後、例えば別の国の給付型奨学金の支給を受

けることができたというようなこともございまして、

結果的に実績としては県民会議からの給付がそれほど

多くなかったということになっております。同様に、

進学サポート事業につきましても、これは県外の大学、

専門学校に受験等で県内を離れる生徒さんたちに、上

限10万円の中で支援をしていくというような事業にな

るんですけれども、こちらも、試験のときに限らず、

合格後の引っ越しとか、いろんな形で10万円の上限の

中であれば活用いただけるというような形は取っては

いるんですけれども、実績として平均１人当たり６万

9000円ぐらいでとどまったということで、これも予算

に対して執行残が生じておりまして、この実績に対し

て県からは２分の１負担金を交付しているというよう

な関係で、どうしても毎年、不用が生じるというよう

な仕組みになっている事業となっております。 

○平良識子委員　確認ですけれども、とりわけ①、②

の事業については、希望する全ての子どもたちに対し

て予算執行できたのか伺います。 

○井上満男こども家庭課長　この２事業ですが、まず、

予算を措置する段階では、給付型奨学金から申し上げ

ますと、こちらは児童養護施設を退所する児童、それ

から里親委託を解除されて進学する児童に対して給付

型奨学金を県民会議のほうから給付する事業となって

おります。その予算を措置する段階で、児童養護施設

とか里親会とかからの聞き取りなどを基に、対象とな

る施設等を出ていくお子様たちが何人いるのかという

ことを把握しまして、そのうち大学等に進学する子ど

もたちの人数をある程度推計しまして、かつ、４年制

大学にこの子たちが全員行くだろうということで、

マックスで予算は措置をしているところでございま

す。その結果、先ほど申し上げた別の奨学金とかを借

りたために不用が生じたということになっておりま

す。進学サポートにつきましても、これは令和４年度

から始まった事業になりまして、まだ少し何名ぐらい

が本来の対象になるのかというところが、なかなか推

計できずにいるところなんですけれども、大体200名

を支援するぐらいの予算は計上しまして、掛ける上限

10万円になりますので、これも上限ぎりぎりで予算を

措置するというような形を取っております。結果的に

なんですけれども、全て申請を上げていただいた生徒

さんたちには、全員、給付対象として決定をしており

ますので、希望するのに受けられなかったということ

はない状況にございます。 

○平良識子委員　ありがとうございました。 

　引き続き周知に努めていただきまして、多くの子ど

もたちに活用していただきたいと思います。 

　次に、142ページの児童相談所等の体制強化につい

てですけれども、先ほど松下委員も質疑をされて、会
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計年度任用職員の32名ということでありますけれど

も、その体制強化をしていくに当たっては、そもそも

正規職員を配置していくということが大事になってく

るだろうと思っております。令和５年度の相談件数に

対して、国の基準から専門職員は何名足りていないの

か伺います。 

○井上満男こども家庭課長　少し申し上げますと、令

和５年度の虐待相談対応件数というのは、まだ公表が

されていないので、令和４年度の虐待相談対応件数を

ベースに幾ら足りていなくて、どういう定数要望をし

たのかということでお答えをさせていただきたいと思

います。 

　まず、令和４年度なんですけれども、虐待相談対応

件数は2400件余りありました。それ以前に比べると、

右肩上がりで推移してきているということもございま

して、国のほうがその必要数という、児童福祉司とか

児童心理司の必要数というものの算定基準というもの

を示していただいておりますので、令和４年度の先ほ

ど申し上げた件数ですとか、それ以外にも管内の人数

とか、様々な要素をもとに国の配置基準に従って算定

したところ、児童福祉司が10名、児童心理司が６名不

足するというような算定結果となったところです。そ

れも踏まえまして、令和５年度の定数要望に当たって

は、適正規模の人員を確保するという観点から、関係

部局と協議を行った結果なんですけれども、児童福祉

司に関しましては、不足数10名全て措置していただき、

児童心理司については、６名のうち３名の配置をして

いただいたというところでございます。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　引き続き正規職員もしっかり増員をしていただい

て、取り組んでいただきますようによろしくお願いい

たします。 

　次に、155ページの保育対策総合支援事業なんです

けれども、そもそも令和５年度の保育士不足の人数と、

ちょっと総括的ですけれども、待機児童数の県内の状

況についてお伺いいたします。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

　本県における待機児童数というのは、施設整備がど

んどん進んだことによりまして、９年連続で減少しま

して、令和６年４月１日時点では前年度から55人減少

の356人となっています。ただ、やはりまだ待機児童

がいるということで、その大きな要因は保育士の確保

というふうになっております。保育所等において、認

可で定められて人数がいるんですが、どれだけの児童

を受け入れるというのが、認可定員というのがござい

ますが、これを全て満たすとした場合に、令和５年４月

１日時点では420人の保育士の確保が必要となってい

るというところになります。 

○平良識子委員　次に、この決算において、不用額が

約３億円出ているので、大きい数字だなと思っていま

すけれども、不用額の主な要因と、要望のある全ての

施設に予算措置ができたのかどうかお伺いいたしま

す。 

○寺本美幸子育て支援課長　保育対策総合支援事業、

こちらは保育支援者や保育補助者の雇い上げ等に関す

る事業になっております。こちらは事業の予算を組む

ときには、基本的には市町村に事前に所要額調査をし

た上で、どれだけ来年度は使いますかということを確

認した上で、その必要額をしっかり我々は確保してい

るというところになります。そういった形で、基本的

には全てに行き届くようにするんですが、ただ実際、

市町村のほうでその事業をしようとするときに人手が

足りなくて、募集したけれど来なかったとか、そういっ

たことのいろんな様々な事情によって使い切れなかっ

たということで、そういった不用が生じていると。た

だ、我々としましては、市町村が一応この方向で進め

たいという部分はしっかり確保しておかないと、保育

の現場に支障が生じますので、要望額を確保させてい

ただいたというところになります。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　保育士確保も本当にどのように進めていくのかとい

うのが、重要なテーマになっているわけですけれども、

164ページの保育士確保対策強化事業についてですが、

とりわけこの中での（２）番目、県外保育士誘致支援

事業について17名実績ありますけれども、この就職後

の定着率について、県として追跡調査をしたことはあ

るのか伺います。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

　県外保育士誘致支援事業というのがございまして、

これは県外から移住して県内の保育所等で就職した保

育士に対してですね、渡航費等の補助を行うものと

なっております。 

　令和５年度は当該事業を活用して、17名の保育士が

８市町村の６施設に就職したというところになってお

ります。当該事業は、実際活用された場合は、雇用か

ら１年間は就労していただくということが要件になっ

ていますが、その定着状況について今現在、調査はし

ていないというところになります。 

　以上になります。 

○平良識子委員　やっぱりですね、１年という条件あ

りますけれども、定着していただきたいということも

あります。那覇市でも結果的に給与水準が低くて県外



－139－

  
                                                                                          

に帰るケースが課題としてあると伺っておりますの

で、まずは現状把握していただいてですね、また次の

さらなる取組ができるのかどうか、取り組んでいただ

きたいんですけれどもいかがでしょうか。 

○寺本美幸子育て支援課長　私も市町村のヒアリング

をしたときに、やはり県外の方々に頼らざるを得ない

保育所の方々いっぱいいますが、ただ、沖縄になじめ

ない保育士もいらっしゃるというふうに聞きます。ど

ういったところに課題があるのか、この事業の効率性

を高めていくためにも、委員のおっしゃるような形で

ですね、やはり現状把握、追跡調査というのは重要か

と思いますので、こちらについてはしっかり検討させ

ていただきたいと思います。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

○寺本美幸子育て支援課長　申し訳ございません。 

先ほど私、間違った説明をしたようでですね、先ほ

どの答弁の中で、実際この事業を活用して17名の保育

士が８市町村で、先ほど６施設に就職したと言ってい

たようなんですが、16施設の誤りでございました。 

申し訳ございません。 

○平良識子委員　次に、169ページの認可外保育施設

保育サービス向上事業なんですけれども、（３）番目

の指導監督基準達成・継続支援事業なんですが、当初

予算額が12施設ということなんですけれど、６施設に

とどまった理由は何だったのでしょうか。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

　当該事業は、認可外保育施設に対して、指導監督基

準を維持または達成するための施設改修費等の支援を

行い、保育の質の向上を図るというような事業になっ

ております。 

　予算につきましては、前年度に要望調査に基づいて

実際の施設のほうに確認をしまして、12施設分の予算

を見込んでいたところではございますが、この補助金

の交付に当たりまして要件がございます。 

　１つ目が、この事業の実施により、ある意味改修を

することによって指導監督基準の、この１つだけをク

リアすればもう達成すると。達成することによって指

導監督基準を満たしている旨の証明書の交付を受ける

ことが見込まれる施設であること。ですので、その他

の基準は全て満たしてなければならないという要件が

ございます。 

　もう一つは、２年以上この証明書を維持している施

設、実際、２年前からもらってはいると。ただこれが、

しっかりそれを維持するためにですね、一部その施設

の改修等改善を図らなければならないところ、そう

いったものが認められるというところが要件になって

おります。今回、その実績が計画値を下回った主な理

由としましては、実際12施設からそういった要望は

あったんですが、いろいろ要件を確認していきますと、

施設整備以外に施設の衛生管理等の他の基準で不適合

があったりなどして、当該事業を活用しても全ての基

準を満たすことが困難であるなど、補助要件を満たさ

ず、これらの施設がやはりもう交付申請を辞退すると

いうような事態に陥ったということがございまして、

実績が６施設という状況になったというところでござ

います。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　次にですね、ウの課題の指摘になりますけれども、

この指導監督基準を満たしていない認可外保育施設

は、県としては何施設あるのか把握しているのか最後

に伺いたいと思います。 

○寺本美幸子育て支援課長　お答えいたします。 

令和６年４月１日時点でですね、認可外保育施設

401施設のうちですね、270施設が基準を満たしている

という状況になっております。 

　以上でございます。 

○平良識子委員　そしたら、４割ぐらいが基準を満た

していないということになりますので、引き続き県と

しての取組、非常に大事であると思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

　504ページの公立学校教職員メンタルヘルス対策に

関する調査研究事業なんですけれども、各教育委員会

へのメンタルヘルス対策の専門職、保健師等の配置状

況についてはどのようになっているでしょうか。 

○上江洲寿働き方改革推進課長　お答えします。 

　県内の各市町村教育委員会における保健師などの専

門的人材の配置につきましては、今年度に保健師が配

置された那覇市を含め、現在６つの市教育委員会で配

置されていることを把握しております。 

○平良識子委員　配置されていない教育事務所はどこ

になりますか。 

○上江洲寿働き方改革推進課長　教育委員会が６つで

すので、それ以外は配置されていない状況です。 

○平良識子委員　やはり教育委員会におけるメンタル

ヘルス、沖縄県の多い状況での対策については進めて

いかないといけないと思いますけれども、どのように

お考えでしょうか。 

○上江洲寿働き方改革推進課長　我々としましては、

文科省の調査研究事業を、昨年度から県教育委員会が

那覇市の教育委員会と連携して実施したことは、非常

に大きな意義があることだと考えております。那覇市

のほうもですね、昨年度、保健師が配置されていなかっ
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たり、各学校の労働安全衛生管理活動が少し難しい課

題がある状況がございましたが、今年度、２年目にな

りますけれども、保健師が配置され、そして各学校の

労働安全衛生管理活動もですね、現在徐々に活発に

なってきているところを把握しておりますので、この

那覇市の事業の成果と課題等を、それ以外のまた市町

村教育委員会にもですね、今年度から、また来年度も

継続して、波及させていきたいと考えております。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　次に、508ページの教員アドバンス事業なんですが、

これ学力育成のために、先生方の教育力の向上に資す

る非常に重要な事業かと思いますけれども、執行率が

44.9％となった要因についてお伺いいたします。 

○新城高広義務教育課長　お答えします。 

　まず教員アドバンス事業についてですけれども、児

童生徒の資質、能力育成のための教員の資質能力向上

を図り、授業改善と学校改善を促進するための参集型

の研修会を実施する事業となっております。予算執行

率が50％を切った理由としましては、離島に勤務する

教員が研修会へ参加するための旅費について、航空運

賃の割引サービスを利用するなど、旅費の節減に図ら

れたことが挙げられます。また、講師として招聘予定

だった文部科学省調査官の都合により、参集型研修会

を一部オンラインに変更した件が複数ありました。そ

のため、講師及び教員の旅費に不用が生じたことが理

由となります。 

　以上です。 

○平良識子委員　分かりました。 

　引き続き多くの先生方が取り組めるようにお願いい

たします。 

　最後に、県立図書館の運営についてなんですけれど

も、この主要施策にはないんですが、図書館管理運営

事業委託事業についてお伺いいたします。まず県立図

書館は非常に沖縄研究にとって重要な役割を果たして

おりまして、とりわけ郷土資料についての多くの県内

外の研究者等々ですね、その複写についても多くなさ

れると聞いております。私のところにも御相談があり

ましたけれども、利用者と施設窓口でのスムーズな取

組になっていない場合もあって苦情がある、トラブル

になっていると聞いておりますが、この現状について、

どうなっているのかお伺いいたします。 

○米須薫子生涯学習振興課長　お答えいたします。 

　県民御意見箱に寄せられた複写に関する件数は、令

和５年度は０件、令和６年度９月現在ですが１件と

なっております。窓口で対応した記録に残っている件

数は、令和５年度８件、令和６年度こちらも９月現在

ですが、３件となっております。複写サービスは、著

作権法、その他法規に基づいて行うため、利用者の希

望どおりに複写サービスを提供できないことが御意見

をいただいている主な要因だと考えております。 

○平良識子委員　ぜひですね、委託業務になっており

ますので、窓口業務に対応しているスタッフへの研修

等の課題もあるかなと思いますし、これは国会図書館

の利用に準じた対応であるわけですから、やはりその

業務の効率化を図るための研修等をやっていく必要が

あると思いますけれども、今後の改善に向けてはどう

取り組んでいくのかお伺いしたいと思います。 

○米須薫子生涯学習振興課長　お答えいたします。 

　県立図書館では、毎年、新任職員を対象に著作権に

関する研修を行い、また、先ほどもおっしゃいました

委託業務者に関しても研修などを行ってもらっており

ますが、対応する職員によって、複写等のサービスの

対応が異ならないように努めているところです。今後

は、職員間及び窓口委託業者と複写に関するガイドラ

イン等について定期的に確認をし、情報共有を図って

まいります。 

　引き続き利用者への丁寧な説明、対応を心がけ、図

書館サービスの向上に努めてまいります。 

○平良識子委員　図書館満足度は、職員の対応にもよ

るということもあると指摘されておりますので、ぜひ

向上に向けて取り組んでいただきたいと思います。 

　以上です。ありがとうございました。 

○新垣新委員長　以上で、こども未来部及び教育委員

会関係決算事項に対する質疑を終結いたします。 

　説明員の皆さんは大変御苦労さまでした。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、執行部入替え） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　次に、生活福祉部長から生活福祉部関係決算事項の

概要説明を求めます。 

　北島智子生活福祉部長。 

○北島智子生活福祉部長　生活福祉部でございます。

よろしくお願いいたします。 

　それでは、生活福祉部の令和５年度の決算の概要に

ついて御説明いたします。 

　ただいま、お手元のタブレットに表示しております

生活福祉部歳入歳出決算説明資料を御覧ください。 

　それでは、画面に表示されております１ページを御

覧ください。 

　歳入決算状況の総括表について御説明いたします。 

　予算現額の計（Ａ欄）ですが、111億8367万5000円

に対し、調定額（Ｂ欄）は、102億9936万3972円、そ



－141－

  
                                                                                          

のうち収入済額（Ｃ欄）は、100億6325万7284円、不

納欠損額（Ｄ欄）は、3008万796円、収入未済額（Ｅ

欄）は、２億602万5892円、収入比率は97.7％となっ

ております。 

　次に、歳出決算状況の総括表について御説明いたし

ます。 

　２ページを御覧ください。 

　生活福祉部の歳出決算は、予算現額の計（Ａ欄）で

すが、373億249万4000円に対し、支出済額（Ｂ欄）は、

354億1149万1749円、翌年度繰越額（Ｃ欄）は、６億

2845万円、不用額は12億6255万2251円、執行率は94.9％

となっております。 

　以上、生活福祉部の令和５年度の歳入・歳出決算は、

一般会計のみとなっております。 

　それでは、一般会計歳入決算について御説明いたし

ます。 

　３ページを御覧ください。 

　生活福祉部の一般会計の歳入は款で申し上げます

と、３ページの行番号１の（款）分担金及び負担金か

ら５ページの行番号８の（款）県債までの７つの款か

らなっております。 

　それでは、３ページを説明いたします。 

　生活福祉部の歳入決算は、予算現額の計（Ａ欄）で

すが、111億8367万5000円に対し、調定額（Ｂ欄）は102億

9936万3972円、そのうち収入済額（Ｃ欄）は100億6325万

7284円、不納欠損額（Ｄ欄）は3008万796円、収入未

済額（Ｅ欄）は２億602万5892円、収入比率は97.7％

となっております。 

　収入未済額（Ｅ欄）のうち、主なものを御説明いた

します。 

　同じく３ページ行番号１の（款）分担金及び負担金

の収入未済額（Ｅ欄）、1987万5100円は、主に、心身

障害者扶養共済事業費負担金に係るもので、加入者掛

金で経済的に納付が困難なため収入未済となっており

ます。 

　５ページを御覧ください。 

　行番号１の（款）諸収入の収入未済額（Ｅ欄）、１億

8615万792円は、主に（項）雑入の生活保護費返還金

に係るもので、債務者の生活困窮等により徴収困難な

ため、収入未済となっております。 

　次に、一般会計歳出決算について御説明いたします。 

　６ページを御覧ください。 

　生活福祉部の一般会計の歳出は、款で申し上げます

と、行番号１の（款）民生費及び、７ページの行番号

７の（款）商工費の２つの款からなっております。 

　６ページを御説明いたします。 

　一番上の生活福祉部計ですが、予算現額の計（Ａ欄）

373億249万4000円に対し、支出済額（Ｂ欄）は354億

1149万1749円、翌年度繰越額（Ｃ欄）は６億2845万円、

不用額は12億6255万2251円、執行率は94.9％となって

おります。 

Ｃ欄の翌年度繰越額は、障害福祉職員処遇改善事業

など４事業に係る繰越額であります。 

　繰越した主な理由は、関係機関との協議に時間を要

したこと等によるものであります。 

　次に、一番右端、不用額について御説明いたします。 

　まず、６ページの行番号１（款）民生費の不用額、12億

5444万4654円について、その主なものを御説明いたし

ます。 

　行番号２の（項）社会福祉費の不用額、７億9593万

5055円は、主に（目）障害者自立支援諸費において、

補助金の申請額が当初見込みより下回ったこと等によ

るものであります。 

　７ページを御覧ください。 

　行番号１の（項）生活保護費の不用額、４億979万

1767円は、（目）生活保護扶助費において、生活保護

に係る医療扶助費の伸びが見込みよりも下回ったこと

等によるものであります。 

　同じく７ページ、行番号７、（款）商工費の不用額、

810万7597円は、（目）計量検定費の職員費（計量検定

所）において、人事異動に伴う給与及び職員手当の減

等によるものであります。 

　以上で生活福祉部の令和５年度歳入歳出決算概要の

説明を終わります。 

　御審査のほどよろしくお願いいたします。 

○新垣新委員長　生活福祉部長の説明は終わりまし

た。 

　これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度挙手により委員長の許可を得てから行

い、重複することがないよう、簡潔にお願いいたしま

す。 

○新垣新委員長　比嘉忍委員。 

○比嘉忍委員　それでは、資料の95ページ。犯罪被害

者等支援推進事業。 

　これは令和５年度の決算という形になりますが、一

般質問でもさせていただきましたけれども、執行率が

６割を切っている要因と、それから市町村出前講座が

12市町村とありますけれども、それの要因、少ないな

と思うんですけれども。 

　それと加えて、次のページで課題として人材育成等

に引き続き取り組むというところの具体的な取組の内

容と、令和５年度の課題という形で出てきてますので、
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今現在、令和６年度にその取組が生かされているかど

うか、現時点で答弁をお願いします。 

○仲宗根英之生活安全安心課長　お答えします。 

　まず、犯罪被害者等支援推進事業の不用額につきま

しては、504万8094円で執行率は59.6％となっており

まして、その内訳については主に委託料になりまして、

委託料の274万3607円。それとまた、需用費のほうで

225万3100円の不用となっております。 

　主な不用としましては、委託料においては市町村出

前講座等の開催に当たりまして、講師謝金や旅費等が

不要である公的機関の職員等による講座、そういった

ものが多かったことや、また需用費の印刷製本費にお

きましては、当初予定していたカラー印刷のほうから

モノクロ印刷に変更したことなどによる、執行残によ

るものになっております。 

　委託による各種講座や広報啓発など、犯罪被害者支

援に係る事業については、当初の事業計画に沿って適

切に実施されているところでございます。　 

　市町村の出前講座につきましては、市町村職員の知

識取得と技能向上等のために行っているものでして、

こちら県のほうから募集をかけるんですが、市町村の

ほうから希望を申込むという形で受けて、それに対応

して出向いていって講座を行うという形になります。

令和５年度については、ちょっと実績というか市町村

の希望のほうが少なかったという形になるかと思いま

す。 

○比嘉忍委員　じゃ、県のほうから投げかけて、市町

村からのアプローチで12となったかと思いますが、少

ないと思いますよね。令和５年度の実績として少ない、

なぜほかの市町村が手を上げないのかというのも、県

としてはリーダーシップを取ってやるべきだと思いま

す。それで、先ほどは事業計画に沿ってということだっ

たんですが、この令和５年度の事業計画自体が12市町

村だったというわけではないと思うんですけれど……。

計画ではもっと多くの市町村から参加、エントリーし

ていただきたいと。だけど、現実的には12市町村しか

手を上げない。だから、ここに何らかの要因があると

思います。なので、そこをひもといて、そこを解決し

ていくというのも県の役割だと思いますので、今年度

は年度途中で中間評価等はまだされていないと思いま

すけれども、しっかりこの辺ができるようにやってい

ただきたいと。令和５年度の決算を踏まえて、令和６年

度しっかり展開いただきたいなと思っております。 

　次にですね、107ページ。地域生活支援事業。 

　たくさんの事業があって、106ページから列挙され

ていますが、その中で107ページに手話通訳者等の意

思疎通支援者を養成する必要があるという課題が、令

和５年度の決算を終えて出ております。これをしっか

り踏まえて、今年度に生かされているかどうかという

ことをちょっと答弁を求めたいと思います。それと取

組と内容。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　こちらの専門性の高い意思疎通支援者の養成・派遣

等事業についてお答えします。 

　意思疎通支援者を養成する事業なんですけれども、

県のほうでは第２期沖縄県手話推進計画において、手

話通訳者の数値目標として令和５年度末時点で113名

の手話通訳者の登録を目標としておりました。結果、

令和５年度末で105名の登録ができまして、目標達成

率としては93％というふうになっています。この手話

通訳者の養成課程なんですけれども、まずは市町村の

ほうが実施する手話奉仕員の養成研修を修了していた

だいて、そのあとに県が実施する手話通訳者養成研修

を受けていただいて、それを修了した後、手話通訳者

全国統一試験というものを受験していただいて、それ

に合格した者が手話通訳者として登録されるというよ

うな仕組みになっております。この手話通訳者の養成

については、一般社団法人沖縄県聴覚障害者協会が運

営する沖縄聴覚障害者情報センターのほうへ委託して

おりまして、宮古、八重山地区を含む県内各地、また

はオンラインも取り入れた手話通訳者養成講座も実施

しているところです。 

　また、この手話通訳者全国統一試験に向けた集中講

座というのも令和５年度から始めていまして、合格率

の向上に向けて取り組んでいるところです。 

　引き続き市町村を通じて、この手話奉仕者に手話通

訳者養成研修の受講を呼びかけるなど、市町村と連携

して、手話通訳者の養成に努めてまいりたいと考えて

ます。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　113人に対して105名という形で目標達

成できるようにですね、頑張っていただきたいと思い

ます。 

　次、110ページです。 

　補聴器購入のこれもちょっと不用額が多いんです

が、低い理由というか。実績として96名、150台で、

当初の計画として何台で、県として必要人数は何名と

して把握されているのかどうかということと。この補

聴器１台当たりの金額に制限があるのか、大体平均で

お幾らぐらいなのか、答弁を求めます。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　こちらも軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業
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についてですけれども、こちらは18歳未満の軽度・中

等度の難聴児に対して、補聴器の購入及び修理に要す

る経費を助成する市町村に対して県が補助金を交付す

る、そういうことで難聴児の言語の習得やコミュニ

ケーション能力の向上等を支援する目的として実施し

ている事業になっています。 

　令和５年度の予算額の積算に当たってですけれど

も、こちらについては、実施主体である市町村のほう

の要望を踏まえて、令和５年度の予算額としては25市

町村、252台分を見込み予算措置をしておりました。

その結果、助成実績としては、18市町村150台という

ことで、当初の市町村からの要望からは実績が減少し

たというような結果になって、こういったちょっと執

行率が落ちているような要因になっています。ただ、

市町村のほうからは、申請のあった児童に対しては全

て助成を行えたというような報告は受けております。

この補聴器なんですけれども、結構金額の幅があるよ

うでして、４万円から13万円ぐらいの価格になるとい

うふうに聞いているところです。県としては市町村に

対して、この乳幼児健診ですとか、あと３歳児健診な

どを実施する保健医療関係部局ですとか、あと学校健

診を実施する教育委員会などと連携して、必要な児童

の把握ですとか、先ほどの積算の精度の向上も努める

よう依頼をしております。なので、こういった必要な

児童へ周知が行き届くよう、市町村と連携して取り組

んでいきたいと考えております。 

○比嘉忍委員　せっかく予算がありまして、必要とし

ている子どもたちに提供されるような形で、周知の徹

底という形で課題もありましたので、25市町村に対し

て18市町村、それから250台に対して150台ということ

でありますので、この課題にあります周知徹底をどの

ように対応していくのかということと、市町村に対し

ての補助率が何％なのかということ、先ほど４万円か

ら13万円とあったんですがこの上限というのはないの

かということだけ、答弁を求めます。 

○大湾朝貴障害福祉課長　負担割合のほうですけれど

も、県３分の１、市町村３分の１、自己負担として３分

の１というふうにやらせていただいています。上限額

については、それぞれ機種によって基準額が定められ

ているところでして、高いものであれば13万7000円と

かですね、そういった形で、かなり100近い種類に応

じて基準額というのが設定されております。 

○比嘉忍委員　100近い種類の基準額があるというの

は、負担割合は変わらないということでよろしいです

か。 

○大湾朝貴障害福祉課長　先ほど言った、県３分の１、

市町村３分の１という形になっております。 

○比嘉忍委員　最後に、答弁漏れなんですが、課題の

解決のための方策というか、今年度展開されていると

思いますが、しっかりやっていただきたいと思います

が、いかがですか。 

○大湾朝貴障害福祉課長　すみません、ちょっと繰り

返しになるかもしれませんけれども、県としてはです

ね、市町村に対して、先ほど言った乳幼児健診ですと

か、３歳児健診などを実施する保健医療関係部局です

とか、あと学校健診を実施する教育委員会などとしっ

かり連携を取っていただいて、そういった必要な児童

をまずちゃんと把握してもらいたいというところと、

精度の向上に努めてほしいということで、市町村のほ

うにはそういう形でお願いをしていきたいと。市町村

のほうでも、広報紙などを通じて、毎年周知はしてい

るというふうには聞いておりますので、そういった周

知がしっかり行き届くように、一緒にやっていきたい

なと思っております。 

○比嘉忍委員　ありがとうございました。 

　以上です。 

○新垣新委員長　新垣善之委員。 

○新垣善之委員　お願いします。 

　それでは、令和５年度主要施策の成果に関する報告

書の中から、119ページ。 

　災害時の福祉支援体制の構築についてお伺いしま

す。 

　アドバイザリー業務においては、個別の避難計画の

策定が各市町村でどの程度進んでいるのか、実績を教

えてください。 

　また、福祉避難所の設置に対する技術的助言を受け

た市町村に対し、どのような具体的なフォローアップ

が行われているのかお伺いします。 

○安里克也福祉政策課長　まず、個別避難計画につい

てでありますが、災害対策基本法に基づき、市町村に

おいて避難行動要支援者名簿に掲載されている方につ

いて本人の同意の上で作成するものでありまして、令

和６年４月１日現在で23市町村において策定されてお

ります。 

　次に、福祉避難所についてでありますが、福祉避難

所は、災害時において高齢者や障害者などの要配慮者

及びその家族の受入れを想定した避難所となります。

市町村に対しましては、福祉避難所の適切な運営がな

されるよう、設置の在り方、開設のタイミングなどに

ついてアドバイザーによる対面での技術的支援を行っ

ております。そのほか随時、メール、電話などでの相

談でフォローアップを行っているところであります。
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それ以外に、個別避難計画の策定や福祉避難所の設置

運営に関する市町村担当者向けのセミナーなども開催

しているところであります。 

　以上であります。 

○新垣善之委員　やはり執行率56％というところと、

あとは現在、昨今の大規模災害、今日なんかの豪雨で

あったりとか、本当に避難福祉支援を要する要支援者

の方々がスムーズに福祉避難所に避難できるようなシ

ミュレーションを、本当に何回も何回も行えるような

フォローアップですね。今後ともよろしくお願いした

いと思います。 

　続いて、災害時福祉支援体制整備事業では、現在、

何名の登録者がおり、レベルアップを図るための研修

は年何回行われているのかお願いします。 

○安里克也福祉政策課長　平成30年５月に、厚生労働

省より発出されました災害時の福祉支援体制の整備に

向けたガイドラインというものがございますが、この

中で災害派遣福祉チームＤＷＡＴの組成が都道府県の

役割として示されたところであります。 

　本県におきましても、災害時福祉支援体制整備事業

により、災害派遣福祉チームの養成を開始いたしまし

て、令和２年３月に沖縄県災害派遣福祉チームＤＷＡ

Ｔおきなわを発足しております。令和５年度末時点に

おけるチーム員登録者数は157名となっております。

　また、ＤＷＡＴおきなわについては、新たなチーム

員を養成するチーム員登録研修、また、チーム員のレ

ベルアップを図るスキルアップ研修をそれぞれ年に

１回程度実施しております。このスキルアップ研修に

つきましては、令和６年１月の能登半島地震において、

ＤＷＡＴおきなわを発足後初めて派遣したという事情

もございまして、今年度以降は派遣経験を反映した内

容により実施する予定としております。 

　以上であります。 

○新垣善之委員　今後もですね、支援体制の整備に向

けて向上していただけると思います。 

　続いて、121ページ。 

　民生委員事業ですが、令和５年度においての充足率

は何％かお願いします。 

○安里克也福祉政策課長　令和６年３月１日時点でご

ざいますが、那覇市を除きます定数で、1979人に対し

まして、委嘱数が1585人、充足率といたしましては

79.1％となっております。那覇市を含めますと、定数

2481人に対して1928人の委嘱、充足率といたしまして

は77.7％となっております。 

　以上であります。 

○新垣善之委員　来年度、改選とありますけれども、

本当に児童福祉、女性、高齢者、障害福祉とあります

ので、彼らが本当にいろんな面で福祉事業に従事して

いますので、より充足できるように図っていただきた

いと思いますので、今後ともよろしくお願いします。 

○新垣新委員長　新里匠委員。 

○新里匠委員　すみません、１問だけ聞かせください。 

112ページの生活困窮者住居確保給付金なんですけ

れども、不用額が5048万7000円あります。これ最終予

算額が6148万2000円でありますけれども、不用額相当

多いなと思っていて、この生活困窮に係るその住居が

確保できない方々というのはたくさんいると思うんで

すけれども、なぜこういう形になっているのかなと。

要は、使い勝手が悪いからこうなっているんじゃない

かなと思うんですけれども、そこら辺を教えてくださ

い。 

○又吉剛保護・援護課長　お答えいたします。 

　生活困窮者住宅確保給付金については、離職等に

よって経済的に困窮し住居を失った者、または失うお

それのある者に対して家賃相当額を支給することによ

り、これらの者の住居及び就労機会等の確保に向けた

支援を行う制度となっております。 

　令和５年度の予算については、令和４年の９月、10月

頃編成をいたしますけれども、その際に、直近の１年

間の状況を、申請件数を踏まえて所要額を見込んでい

るところでございます。ちなみに、直近１年間の申請

件数として、例えば令和３年度であれば207件、令和

４年度であれば105件となっておりまして、コロナ禍

において相当の件数があったということがあります。

それを踏まえて、約180件の申請があるというふうに

見込んで予算を編成したところであります。 

　しかしながら、新型コロナ感染症の位置づけが令和

５年５月８日から５類感染症となって以降は、申請者

数がコロナ禍前に近づいたということもありまして、

このような不用が生じたというふうに考えておりま

す。 

　以上です。 

○新里匠委員　これ受けられる要件と、あとはその支

援までにかかる時間というのはどれぐらいなんでしょ

うか。 

○又吉剛保護・援護課長　お答えいたします。 

　対象となる方は、離職や廃業の日から２年以内にあ

ること。また、休業等により収入が減少し、住居を失

うおそれがある者が対象となっておりまして、申請か

ら受給までの期間については、ちょっと今資料がなく

てですね、統計データも今ないというふうな話があり

ましたので、もし確認できましたら後日報告させてい
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ただきます。 

　以上です。 

○新里匠委員　来年度の予算は下がるんでしょうか。

実績に基づいてやるということだったので、来年度の

予算はもう今年度の実績によってやっぱり減るんです

かね。 

○又吉剛保護・援護課長　来年度予算については、今

編成中でですね、はっきりとは言えないんですけれど

も、基本的には同じような考えで予算編成しておりま

すので、令和５年度よりは下がると考えております。 

○新里匠委員　この事業が分からないというか、分

かっていても自分で支援を要請する、申請するという

ことができないという方は、多くいると思うんですよ。

なので、周知とですね、やはり支援の予算はしっかり

残しておくべきだなと思っていますので、よろしくお

願いをいたします。 

○又吉剛保護・援護課長　お答えいたします。 

　課題のほうにも書かせていただいたんですけれど

も、この制度自体を知らない潜在的な支援対象者であ

るとか、制度を知っていてもなかなか自ら相談に行け

ない方というのがいらっしゃると思います。そういう

方々に対しては、適切な支援につなげていくためには、

制度の周知徹底とですね、また、関係機関との密な連

携というのが必要かと考えております。これについて

は、県でホームページに載せたりとかですね、あとは

県の所管する30町村に協力を得まして、制度を周知す

るチラシを各世帯に配布をしております。また、今年

度から広報をラジオとかＳＮＳを通じて情報発信する

などを行っておりますので、こういう取組を通じてそ

ういった適切な支援につなげていきたいと考えており

ます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　小渡良太郎委員。 

○小渡良太郎委員　まず、103ページのパーキングパー

ミットに関してですね。いろいろ聞き取りの中でも、

この状況確認をさせてもらったんですが、この利用証

の発行数と発行している場所の数を教えてください。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　パーキングパーミット制度普及推進事業についてで

すけれども、令和６年６月末現在で、利用証について

は6262枚交付をさせていただいています。こちらの窓

口については、各市町村の障害福祉関係に窓口をして

いただいて、市町村のほうでも配付していますし、あ

と県のほうでも郵送で受け付けて、郵送で配付すると

いうような形で配付をさせていただいています。 

　以上です。 

○小渡良太郎委員　今の6262枚は累計か、それとも令

和５年度実績か。 

○大湾朝貴障害福祉課長　沖縄県版のこのパーキング

パーミット制度、沖縄県ちゅらパーキング利用証制度

なんですが、令和４年７月から導入していまして、そ

ちらからの令和６年６月末までの累計の数字になりま

す。 

　以上です。 

○小渡良太郎委員　令和５年度の実績はどうなってい

ますか。 

○大湾朝貴障害福祉課長　令和５年度では、2149枚の

配付をしております。 

○小渡良太郎委員　この令和４年度だと、引き算した

ら4000枚ぐらい、令和５年度が2149枚ということなん

ですけれども、この半減している理由とかというのは、

どのように捉えていますか。 

○大湾朝貴障害福祉課長　こちら、令和４年７月から

スタートしていまして、その際に、最初のところで約

2300枚ぐらい、最初でスタートをしているので、ちょっ

と令和４年度はそういった影響で多くなっているとこ

ろです。 

○小渡良太郎委員　今ちょっと、少し枚数等を細かく

確認させてもらったんですけれども、このパーキング

パーミット制度、一般的にこの障害者用駐車場のこの

利用の仕方について、ちょいちょい話題に上ることが

あって、これは聞き取りでも話したんですが、例えば、

空港での駐車場利用の際に――これ担当している範囲

外かもしれないので答えることできないかもしれない

ですが、空港の駐車場がいっぱいだと。障害者用の駐

車場は空いている。明らかに交通の邪魔になるような

ところに、路上駐車みたいな形で止めるべきなのか。

それとも、優先という形――よく聞かれるのは、優先

なのか専用なのかというところを聞かれるんですけれ

ど、やむを得ないときに限って、そういったスペース

を利用してもいいのかというところは、結構よく聞か

れます。それ以外でも、障害者用のマークがついてい

るために、障害者専用と思っていて、例えば、けがを

している人とか妊婦さんも利用の範囲に含まれている

と思うんですけれども、そういった方々は利用しては

いけないんだみたいなイメージを持っている県民も、

結構まだまだ多くいます。一部の店舗では、妊婦も止

めていいよとかといって、また、誘導員も置いていた

りするので、うまく誘導できていると思うんですけれ

ども、この誰がどのような形で利用していいのかとい

うところが、明確に分からない方々がまだまだ多くい

らっしゃるなというのが、現時点での正直な感想でも
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あります。利用証のさらなる普及、証明書を取って、

もっとたくさんの方に利用していただくとという観点

から見ても、令和４年度からスタートしたということ

なので今回２期目という形になるんですけれども、や

はりこの普及啓発とルールの説明というところが、

今後は必要になってくるかなというのが正直なところ

なんですが、見解をお聞かせいただければと思います。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　このパーキングパーミット制度については、車椅子

使用者など、歩行が困難な方ですとか、移動の際に特

別な配慮が必要な高齢者や妊産婦などの方に共通の利

用証を交付することで、障害者等用駐車区画の利用対

象者を明確にして、本当に必要とする方が駐車できる

よう適切な利用を図ることを目的としております。 

　本制度については、駐車場を管理する施設管理者の

もとで運用をしていただいておりまして、そういった

満車時の対応についても、基本的に施設管理者におい

てなされるものと考えております。 

　県としましては、そういった駐車場の混雑状況にか

かわらず、障害者等用駐車区画が適切に運用されるよ

う、県民ですとか、あと協力施設に対して、本制度へ

の理解と協力を求めていきたいと考えています。 

　それから、先ほどあった、この妊産婦の方々の対応

なんですけれども、この利用証ですが、色分けをして

おりまして、まず車椅子使用者については赤色の利用

証で、移動の際に特別な配慮が必要な障害者や難病患

者、高齢者の方には緑色の利用証、あとは妊産婦です

とか一時的なけが人の方については有効期限つきのオ

レンジ色の利用証という形で、色分けした利用証を交

付して障害者等用駐車区画の利用対象者を明確にし

て、その適正利用を図っています。この車椅子マーク

の駐車区画以外についてですけれども、そちらについ

ては、先ほどの緑色ですとかオレンジ色の利用証をお

持ちの方が優先的に使用できるよう、この車椅子マー

クの駐車区画以外にプラスワン区画というものの設置

も、協力施設に置くように推進しているところです。

車椅子マークのある幅の広い区画なんですが、そちら

はやはり、この赤色の利用証を持つ車椅子使用者が優

先という形でやっておりますけれども、緑色ですとか

オレンジ色の利用証を持つ妊産婦や、一時的なけが人

の方につきましても、その空き状況に余裕がある場合

は、その車椅子マークの駐車区画も利用できるという

ことを、県のほうでは周知をしているところです。あ

と全体的な県民ですとか、そういったところの周知で

すけれども、県のほうでは毎年、制度の普及、啓発を

目的に商業施設ですとか、市町村へチラシの配布とか、

ポスターの掲示、あとは、最近はこのテレビとのコラ

ボレーションをした特番ですとか、ラジオＣＭ、あと

ＳＮＳを使った動画広告とか、そういった形で、各種

メディアを活用して、県民などにこの制度の周知とい

うところを図っているところであります。 

　以上です。 

○小渡良太郎委員　いい制度と思うんですけれども、

私も今回、質疑を通じて初めて、この色つきの証明書

が発行されているとかというのを知りました。証明書

自体正直ですね、申し訳ないですけれども、見たこと

もないというところもあるので、やはりこれをもっと

普及をさせていくことが大事かなと。あと最終的には、

施設管理者に委ねられるという部分についても、理念

として、こうあるべきだというところはもっと前面に

出して掲げてもいいのかなと。最終的には管理者に委

ねるにしても、沖縄はこうあるべきだというところで、

もっと強く打ち出しても、私自身はいいのかなという

ふうに感じますので。まだ令和５年時点では２年目で

すから、引き続きまず普及をさせていただいて、駐車

場も、臨時の駐車場の係員だったら、カードを見せら

れても分からないというのも、もしかしたらあるかも

しれないので、そういった普及啓発、ぜひ努めていた

だきたいと思います。 

　もう一点、以前この発達障害とかを抱えた子どもた

ちの相談員が足りないということを、一般質問等で取

り上げたと思うんですけれども、その事業というのは、

この104ページの相談支援体制整備事業でよろしいで

すか。まず確認です。 

○古市実和障害福祉課班長　お答えします。 

　委員がおっしゃられたとおり、104ページのこの地

域生活支援事業（専門・広域的事業）の（２）相談支

援体制整備事業。これは、各圏域に障害福祉にたけて

いるアドバイザーというのを配置して、その方たちを

通して、各種研修会を通して、相談支援専門員の研修

並びに資質向上の研修等をやっているという事業でご

ざいます。 

　生活福祉部のほうでは、学習障害に対する研修等は

実施していないところでございます。 

○小渡良太郎委員　分かりました、ありがとうござい

ます。 

　支援員が足りないということだったんで、管理者を

少し確認できればと思ったんですけれども、別でまた

確認させていただきます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　米須清一郎委員。 

○米須清一郎委員　お願いします。 
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　先ほどもあったんですが、災害時福祉支援体制構築

事業ですね、119ページ。 

　もうちょっと聞かせてください。事業の内容を見る

と、要配慮者の個別避難計画とか福祉避難所の設置と

いうところで、市町村でやるものを県としても支援し

ているという事業のようなんですけれども、いま一度

ちょっと確認したいんですが、県内41市町村において、

個別避難計画が策定されている市町村がどれだけか、

それから福祉避難所が設置できているところがどれだ

けか。 

○安里克也福祉政策課長　災害時要配慮者支援事業に

おいては、記載しておりますとおりアドバイザー派遣

事業と災害時福祉支援体制整備事業を実施しておりま

す。まず、アドバイザー派遣事業についてであります

が、市町村における個別避難計画については、令和６年

４月１日現在、23市町村で策定しております。それか

ら、福祉避難所についてでありますが、これも同じく

令和６年４月１日時点で202か所となっております。 

　以上であります。 

○米須清一郎委員　確認になるんですけれど、計画の

ほうは、41市町村のうちの23市町村が策定済みだよと

いうことですか。それと、福祉避難所の202か所とい

うのは、41市町村でどれだけの市町村が設置済みかと

いうふうにお聞きしたんですけれども。 

○安里克也福祉政策課長　まず、個別避難計画につい

てでありますが、国の通知などを受けますと全市町村

で策定することが求められておりますので、41市町村

で策定するものだと思っております。そのために、こ

ういった事業に取り組んでいるところであります。ま

た、福祉避難所についてでありますが、これは対象と

なるような方々を受け入れるための施設でありますの

で、どの程度の施設が求められるのかというものは、

申し訳ございませんが、正確な数値というものは持っ

ておりません。 

　以上であります。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、米須委員から計画策定済及び福祉

　　　　避難所設置済の各市町村数を答弁するよう発

　　　　言があった。) 

○新垣新委員長　再開いたします。 

○安里克也福祉政策課長　大変失礼いたしました。 

　まず、個別避難計画についてでありますが、令和６年

４月１日現在で23市町村、それから福祉避難所につい

ては、これは時点が令和５年10月１日になるんですが、

28市町村で指定しております。 

　以上であります。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　基本、市町村がやることを県として応援していると

いう事業だと理解しているんですけれども、だからこ

そ把握してほしいというのがあって、確認をしている

んです。やっぱり大事なところですよね。お互い何か

あったときに、自分でまず何とかなるかもしれないけ

れど、見れない、聞こえない、分からないところの方

々を何とかするというところの計画であったり避難所

であるでしょうから、とても大事なところだと思うん

ですね。それを市町村がやるのを助言とか支援してい

るというところで事業を考えたら、それこそ全体を

100％に持っていかないといけないものだと思うんで

すよ。この事業の目標は100％。なので、どれだけで

きているんだというのを意識して、力を入れてほしい

なと思って、今私も力が入っていますけれども。　そ

れで、アドバイザーは、どういうアドバイスをして、

また、どういう方がそれをやっているんでしょうかね。 

○安里克也福祉政策課長　アドバイザー派遣は、委託

で事業を実施しておりまして、防災士など防災関係の

知識を有する専門的な方々がいる団体に委託をしまし

て、市町村に対して派遣をして事業に取り組んでいた

だいているところであります。 

　以上であります。 

○米須清一郎委員　委託先、聞いていいですか。 

○安里克也福祉政策課長　一般社団法人ＡＤＩという

団体に委託しております。 

○米須清一郎委員　さっきもちょっと触れていました

けれど、執行率が低いんですけれども、なぜでしょう

か。 

○安里克也福祉政策課長　今、御覧いただいておりま

す主要施策の119ページに掲載はされておりませんが、

社会福祉施設において、新型コロナウィルス感染症発

生により職員が不足した際に、施設間で応援職員を派

遣した場合、応援職員に係る旅費、衛生用品、傷害保

険料、そういったものに係る経費を支援する事業がご

ざいまして、この事業について予算は計上いたしまし

たが、前年度末に国庫事業が廃止になりまして事業執

行できなかったものですから、その分、500万円程度

なんですが不用額となりました。その影響を受けて執

行率が低くなっているというような状況であります。 

　以上です。 

○新垣新委員長　山里将雄委員。 

○山里将雄委員　１つだけ聞きます。 

　121ページの民生委員事業ですね、これについて。

民生委員というのは、これは社会福祉の重要な担い手

ですよね。身近な相談相手ということで、非常に重要
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な仕事をしていますが、最近これが非常に人がいない

と。民生委員の成り手がいないということが非常に問

題になっています。民生委員の募集など、不足の解消

をするとか、そういった事業が今回あるのかないのか

よく分からないんですけれど、これらを満たすための

活動として、今、皆さんが行っていることはどういう

ことがあるんでしょうか。 

○安里克也福祉政策課長　県では、民生委員の担い手

の確保を図るため、県広報誌、広報番組などを活用し

た民生委員活動の周知を行っていること。 

また、民生委員は全国的に見ましても、その８割ほ

どが60歳以上となっておりまして、多様な世代の参画

を目指しまして、国庫補助事業を活用した広報活動に

取り組んでいるところであります。また、市町村にお

きましても、独自の財政的支援や広報活動、自治会や

市町村社会福祉協議会と連携した個別の声かけなどを

行い、担い手確保に取り組んでいただいているところ

であります。 

　令和６年度におきましては、民生委員の負担軽減を

図るため、ＩＣＴ化や協力員の確保などの国庫補助事

業の内容を市町村と共有いたしまして、また、担い手

確保に関する取組事例、そういったものも市町村と共

有いたしまして、取組をしているところであります。 

　以上であります。 

○山里将雄委員　今現在、令和５年でもいいですけれ

ども、充足率、それから足りない人数、それが分かり

ましたらお願いします。 

○安里克也福祉政策課長　民生委員、児童委員の充足

率でありますが、令和６年10月１日時点で中核市であ

ります那覇市を除いた定数が1979人、委嘱数が1562人、

充足率は78.9％で、417人の欠員。 

　那覇市を含めました県全体で見ますと、定数2481人

に対しまして、1933人の委嘱、充足率としては77.9％、

不足としては548人となっております。 

　以上であります。 

○新垣新委員長　松下美智子委員。 

○松下美智子委員　生活福祉部の皆様、御苦労さまで

す。少し質疑させていただきます。 

　まず、主要施策のほうの９番の110ページの先ほど

も質疑ありましたが、軽度・中等度難聴児補聴器購入

費助成事業についてです。 

　これは、県内で先駆けて浦添市が、県の事業が開始

される前にさせていただいた事業で大変思い入れがあ

る事業なんですけれども、執行率が低いのでとても気

がかりに思っております。先ほどの質疑の中で、令和

５年度の見込みの市町村数が25で、実績が18市町村と

いうことだったんですが、現在、未実施の市町村があ

るのかどうか確認させてください。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　現在、未実施の市町村は13市町村になります。 

○松下美智子委員　成長盛りの子どもさんのこの補聴

器購入に県内で差が出ているということになると思う

んですけれども、この未実施の13市町村に対して、何

らか県からの働きかけとかをなさっていますか、お聞

きします。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　県のほうでは、全市町村に対して毎年、通知で実施

に向けての周知をしています。未実施の市町村につい

ては、理由とかも確認をしていまして、未実施の理由

としては、まず今、現時点でそういった対象となる児

童がいないということでの未実施のほうの理由があり

ます。ただ県としては、先ほど言った必要な児童の把

握をまずしっかり努めてくれという部分について、未

実施の市町村に対しても、実施に向けた検討――もし

必要な児童が出た場合は速やかに円滑に事業が実施で

きるようにということで、周知のほうをお願いしてい

るところです。 

○松下美智子委員　理由を聞いて余計に心配になった

んですけれど、この事業をするまでは、小さなお子さ

んが補聴器つけているのはあんまり私も見たことがな

かったんですけれど、実際に実現をしてみると、交通

安全のときとか、ある程度のお子さんが補聴器つけて

いらっしゃるのが確認できるようになって、いないと

いうのが、本当という言い方はとても失礼かもしれま

せんけれども、ちょっとにわかに信じ難い理由ですの

で、そこはしっかり調査をしていただいて、同じ子ど

もたちに差がでないように、きちんと調査をぜひして

いただきたいと要望しておきたいと思います。 

　よろしくお願いいたします。 

　次は、これもごめんなさい、重なってしまいますが、

14番の民生委員事業、121ページ。 

　山里委員が質疑をしてくださったんですけれども、

先ほど令和６年10月１日の充足率で御答弁をいただい

たんですが、ここに次年度控える一斉改選があってと

いうことで、一斉改選後の数字かと思うんですが、令

和５年度と比較することができますか。 

○安里克也福祉政策課長　先ほど令和６年10月１日で

77.9％と申し上げました。令和５年12月１日は77.0％

となっております。今よりも若干低い充足率となって

おります。 

　以上であります。 

○松下美智子委員　今のは那覇市を含んだパーセント



－149－

  
                                                                                          

かと思いますが、那覇外のパーセントも教えてくださ

い。 

○安里克也福祉政策課長　失礼いたしました。 

　時点にばらつきがございますが、令和６年３月１日

時点でありますが、中核市であります那覇市を除きま

すと、定数は同じく1979人、委嘱数が1565人、充足率

としましては79.1％、欠員が414人。那覇市を含めた

県全体で定数を申し上げますと2481人、委嘱数は

1928人、充足率といたしましては77.7％、欠員が553人

となっております。 

　以上であります。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、松下委員から全体では減って、那

　　　　覇市を除くと増えているということか確認が

　　　　あった。) 

○新垣新委員長　再開いたします。 

○安里克也福祉政策課長　再度お答えさせていただき

ます。 

　那覇市を除いた場合の充足率は79.1％。那覇市を含

む県全体でいきますと77.7％。那覇市を除いた場合の

充足率のほうが高くなっております。 

　以上であります。 

○松下美智子委員　充足率数は100％にはもちろん満

たしていませんので、またしっかり、お仕事も多岐に

わたっておりますし、やっぱり不足のところが、今い

らっしゃる方々が助け合いながらお仕事が増えている

現状がありますので、ここしっかり推進をしていただ

きたいというふうに思います。よろしくお願いいたし

ます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　西銘純恵委員。 

○西銘純恵委員　皆さんお疲れさまです。 

　複雑な福祉制度の中で苦労しているんだろうなと思

いながら、質疑します。 

　最初は福祉政策課になりますか、生活福祉資金、コ

ロナ禍の特例貸付けがありましたけれども、この総額、

人数、そして返済額という実績をお尋ねします。 

○安里克也福祉政策課長　貸付件数の合計であります

が、15万136件、貸付金額の合計額でありますが約597億

1074万円となっております。令和５年度末までに返済

の期日が到来した中で、返済されました額は約20億

2995万円となっております。 

　以上であります。 

○西銘純恵委員　令和５年度末までの返済期限到来し

たのが20億円余り返済されたと言いますけれど、返済

をしなければならない人は、みんな返済しているとい

うことでいいんですか。 

○安里克也福祉政策課長　コロナ特例貸付けの仕組み

の中では、免除という制度もありますし、質問につい

ては、期限が到来している方の中でも、一部の方はま

だ返済ができていない方もいらっしゃいます。 

　以上であります。 

○西銘純恵委員　免除者、そして免除額、そして滞納

者の数及び額をお尋ねします。 

○安里克也福祉政策課長　先ほど申し上げました貸付

金額のうち、要件に合致して免除を決定した額といた

しましては、約232億372万円となっております。 

　滞納者に関しましては、実施主体であります県社会

福祉協議会で統計を取っておりますが、令和６年度か

らの統計となっておりますので、直近の数字について

は、ちょっと把握しておりません。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、西銘委員から免除者数について確

　　　　認があった。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

○安里克也福祉政策課長　免除決定件数は、これは令

和６年８月時点でありますが、６万9489件であります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　滞納というのがですね、結構重くの

しかかっているのかなと、件数とかみんな出ていない

けれども、免除要件というのははっきり国のほうは定

めているので、それでも約半分ぐらいが、免除できて

いるというこの制度になっているので、免除制度をい

かに使っていくかというところで、滞納者の皆さんの

相談をしっかり受けてやるべきだと思っていますの

で、それぜひやっていただきたいなと要望します。 

　次、112ページの生活困窮者の自立支援、お尋ねし

ます。 

　最初に、住居確保の件ですけれども、実績とこの事

業はいつまでやるのかお尋ねします。 

○又吉剛保護・援護課長　お答えいたします。 

　令和５年度の実績については、申請件数が36件、決

定件数36件となっております。当該制度は、生活の土

台となる住居の確保に向けて支援を行うものであるこ

とから、引き続き事業を行う必要があると県は考えて

おります。なお、当該制度は法律に基づいて必須事業

と定められておりますので、大きな制度改革がない限

りは継続されるものと考えております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　先ほど２年以内に離職したという要

件を言われていたけれど、合っていますか。 

○又吉剛保護・援護課長　対象者は離職、廃業から
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２年以内の方となっております。 

○西銘純恵委員　パート、アルバイトなどの非正規も

対象になりますか。 

○又吉剛保護・援護課長　対象になります。 

○西銘純恵委員　この事業１、２、３ということで、

しっかり使えば県民の支援になるかと思っているんで

すけれども、課題として３つとも明確にされているけ

れど、課題をお尋ねします。 

○又吉剛保護・援護課長　お答えいたします。 

　制度を知っていても自ら相談することが難しい方、

また、制度自体を知らない潜在的な支援対象者がい

らっしゃると思いますので、その方々に適切な支援を

つなげられることが必要であると、そこが課題かなと

考えております。 

○西銘純恵委員　課題解決の取組をお尋ねします。 

○又吉剛保護・援護課長　課題解決には、当該制度の

周知徹底と関係機関と密な連携が必要かと考えており

ます。 

　周知につきましては、これまで県のホームページで

あるとか、相談窓口の周知などを行っておりますけれ

ども、令和２年に30町村の協力を得まして各世帯に周

知するチラシも配っております。また、今年度は県の

広報、ラジオやＳＮＳを通じた情報発信をしておりま

す。連携につきましては、社会福祉協議会とか民生委

員、地域の社会地域資源などと連携を密にしながら、

こういう方々の確認とかをしていくことが重要である

と考えておりますので、引き続きそこの取組を努めて

まいりたいと思います。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　やっぱり訪問ということが大事かと

思って、いろいろチラシとか言われるけれど、民生委

員の活用はとても大事だと思います。本人たちが自ら

行けないと、いろいろＳＮＳに載せてもパソコンを

持っていないとか、いろいろ皆さんあると思うので、

ぜひ訪問でやっていただきたいなと思います。 

　次行きます、116ページ。 

　ちょっと飛ばしましたけれど、地域福祉の推進のと

ころで、介護福祉士修学資金等貸付事業。この事業内

容と実績をお尋ねします。 

○安里克也福祉政策課長　介護福祉士修学資金等貸付

事業でありますが、県内における福祉介護分野の人材

を確保するため、沖縄県社会福祉協議会に補助金を交

付しまして、介護福祉士等養成施設の在学者などで、

将来県内において介護福祉士等の業務に従事する方に

対しまして、修学資金の貸付けを行い、修学を容易に

することによりまして、県内の介護福祉士等の養成、

確保を行うものであります。実績でありますが、令和

５年度は243名に対し、総額9003万6000円の貸付け決

定を行っております。 

　以上であります。 

○西銘純恵委員　介護福祉士があまりいないというこ

とで、いい事業なんですけれども、この養成施設に在

学をしているというのは、県内に養成施設もあるんで

すか。何か県内に呼ぶようなことも先ほど答弁された

ので。 

○安里克也福祉政策課長　県内の介護福祉士養成施設

は３校ございます。 

○新垣新委員長　平良識子委員。 

○平良識子委員　よろしくお願いします。最後となり

ました。 

　110ページの軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成

事業ですけれども、重なって質疑が行われております

が、改めて県が把握している対象となる児童数は何名

と、予算を計上しておりますか。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　この対象となる児童が何名いるかというような把握

のほうは、県のほうではしていません。 

○平良識子委員　そうしたら、実績として令和５年度

18市町村以外の児童への対応はできなかったというこ

とでしょうか。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　この事業を実施している市町村、実績があった市町

村からは申請のあった児童に対しては、全て助成を

行っているというふうに報告を受けております。 

○平良識子委員　252台を予算として措置したという

ことですけれども、これはどのようにしてカウントし

たんですか。 

○大湾朝貴障害福祉課長　お答えします。 

　毎年度、予算を積算するに当たって、市町村のほう

に要望調査をかけていまして、市町村から上がってき

た件数が令和５年度は252台分だったというところに

なります。 

○平良識子委員　ちょっと質疑の中で確認したいんで

すけれども、やはりこの未実施の市町村において助成

事業を受けられていない子どもたちがいるとするなら

ば、これは早急に改善しなければならないと思います

けれども、改めて答弁を問いたいと思います。 

○大湾朝貴障害福祉課長　すみません、市での未実施

はなくて、13町村、離島の小さい町村のほうで未実施

となっております。 

　県のほうでは、毎年、そういった形で要望調査はか

けていきますし、あとは先ほど申したとおり、必要な
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児童の把握に努めるというところと。あとはやっぱり

乳幼児健診、３歳児健診等でそういったキャッチをし

ていく必要があるかなと思っていますので、市町村の

そういった保健医療関係としっかり連携を取って把握

するようにというところでお願いをしていこうと考え

ています。 

○平良識子委員　よろしくお願いいたします。 

　次に、112ページの生活困窮者の自立支援事業なん

ですけれども、この中でも住居確保給付金、改めて確

認させていただきますが、前年度実績に基づいて予算

編成しているということであります。予算以上に申請

があった際には、これは補正を組んででも対応してい

くということで考えているのか、どう対応しているの

かを伺います。 

○又吉剛保護・援護課長　お答えいたします。 

　国庫補助事業になっておりますので、その際には国

に確認をさせていただいて、可能であれば補正を組ん

で対応したいと思います。 

○平良識子委員　事情は私も分かりますので、今減っ

てはいますけれども、また申請に応じて予算以上に求

められる場合には、国に補正を求めて、全ての方に対

応ができるように重ねて要望したいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

　以上です。 

○安里克也福祉政策課長　先ほど、米須委員からアド

バイザー派遣事業の委託先の確認がございまして、一

般社団法人ＡＤＩとお答えしましたが、正確には一般

社団法人ＡＤＩ災害研究所となっております。 

　訂正しておわびいたします。 

○新垣新委員長　以上で、生活福祉部関係決算事項に

対する質疑を終結いたします。 

　説明員の皆様、大変御苦労さまでした。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、執行部退席） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

　次回は、明10月25日金曜日午前10時から委員会を開

きます。 

　委員の皆様、大変御苦労さまでした。 

　本日の委員会はこれをもって散会いたします。 
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